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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第111期及び第114期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純損失が計上されている

ため記載しておりません。 

３ 平成14年８月２日付で、普通株式２株を１株にする株式併合を行っております。 

４ 第114期の当期純損失は固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものでありま

す。 

５ 第115期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第111期 第112期 第113期 第114期 第115期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 94,647 75,507 52,404 47,610 43,524 

経常利益又は経常損失（△）

（百万円） 
△1,563 553 1,271 2,145 1,104 

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
△2,408 685 1,415 △2,252 662 

純資産額（百万円） 3,110 5,625 7,000 4,833 9,125 

総資産額（百万円） 113,760 91,683 32,837 26,549 31,642 

１株当たり純資産額（円） △108.63 △68.76 △47.80 △58.39 4.72 

１株当たり当期純利益又は 

当期純損失（△）（円） 
△18.18 5.11 9.12 △13.15 3.24 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益（円） 
― 1.69 3.47 ― 1.91 

自己資本比率（％） 2.7 6.1 21.3 18.2 28.6 

自己資本利益率（％） ― 15.7 22.4 ― 9.5 

株価収益率（倍） ― 21.7 17.4 ― 41.4 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,462 2,833 1,889 1,638 447 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
67 8,708 3,676 465 △325 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△4,044 △16,865 △7,170 △2,247 2,959 

現金及び現金同等物の期末 

残高（百万円） 
7,979 2,656 1,052 890 3,972 

従業員数（人） 

(外、平均臨時雇用者数) 

836 

(890) 

657 

(802) 

273 

(31) 

223 

(38) 

227 

(51) 



(2）提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第111期及び第114期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純損失が計上されている

ため記載しておりません。 

３ 平成14年８月２日付で、普通株式２株を１株にする株式併合を行っております。 

４ 第114期の当期純損失は固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものでありま

す。 

５ 第115期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第111期 第112期 第113期 第114期 第115期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（百万円） 58,121 34,445 36,640 43,803 41,171 

経常利益又は経常損失（△）（百万

円） 
△1,555 58 1,357 2,189 897 

当期純利益又は当期純損失（△）（百

万円） 
△2,846 451 1,342 △3,481 601 

資本金（百万円） 9,248 9,248 9,248 9,248 5,016 

発行済株式総数（株）          

普通株式 132,544,531 154,017,030 171,196,195 174,194,528 264,706,068 

第一回第一種優先株式 7,140,000 3,459,000 514,000 ― ― 

第一回第二種優先株式 7,140,000 7,140,000 7,140,000 7,140,000 7,140,000 

第一回第三種優先株式 35,714,000 35,714,000 35,714,000 35,714,000 15,114,000 

純資産額（百万円） 4,084 6,374 7,716 3,961 8,119 

総資産額（百万円） 47,248 33,242 29,649 24,430 29,579 

１株当たり純資産額（円） △101.21 △63.87 △43.60 △63.37 1.20 

１株当たり配当額（円） 

（内１株当たり中間配当額）（円） 

― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失（△）（円） 
△21.48 3.36 8.63 △20.31 2.94 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益（円） 
― 1.12 3.29 ― 1.74 

自己資本比率（％） 8.6 19.2 26.0 16.2 27.4 

自己資本利益率（％） ― 8.6 19.0 ― 10.0 

株価収益率（倍） ― 33.0 18.4 ― 45.5 

配当性向（％） ― ― ― ― ― 

従業員数（人） 

(外、平均臨時雇用者数) 

178 

(8) 

120 

(15) 

113 

(25) 

102 

(21) 

95 

(24) 



２【沿革】 

元禄４年 別子銅山開坑 

明治26年11月 庄司砿（九州）を入手、石炭業に着手 

明治27年４月 忠隅砿（九州）を入手 

大正13年10月 坂炭砿株式会社（北海道）の経営に参加 

大正14年10月 坂炭砿株式会社の商号を住友坂炭砿株式会社に変更 

昭和２年６月 住友別子鉱山株式会社を設立 （注）当社の設立登記日となる 

昭和３年６月 住友九州炭砿株式会社を設立 

昭和５年４月 住友坂炭砿株式会社と住友九州炭砿株式会社が合併し、住友炭砿株式会社を設立 

昭和12年６月 住友別子鉱山株式会社と合併し、商号を住友鉱業株式会社に変更 

昭和21年１月 商号を井華鉱業株式会社に変更 

昭和24年10月 東京・大阪両証券取引所に株式上場 

昭和25年２月 本社を大阪市から東京都に移転 

昭和25年３月 過度経済力集中排除法により、金属鉱山部門（現、住友金属鉱山株式会社）、土木部門（現、三井

住友建設株式会社）、調度部門（株式会社新居浜大丸）を分離する 

昭和27年７月 商号を現在の住友石炭鉱業株式会社に変更 

昭和34年６月 住ノ江海陸運輸株式会社を設立 

昭和46年10月 奔別砿・歌志内砿閉山、赤平砿一山体制となる。 

昭和54年10月 赤平炭砿を分離して住友石炭赤平炭砿株式会社を設立 

昭和58年５月 赤平技術サービス株式会社（株式会社イズミテック）を設立 

昭和63年10月 豪州の炭鉱会社Wambo Mining Corporation Pty.Ltd.に資本参加 

平成２年５月 青森石材事業協同組合に出資 

平成６年１月 御成門第二ビル株式会社を設立 

平成６年２月 赤平炭砿を閉山（平成６年３月 住友石炭赤平炭砿株式会社解散） 

平成７年９月 日本商事株式会社を設立 

平成10年４月 泉山興業株式会社を買収 

平成13年１月 豪州の炭鉱会社Wambo Mining Corporation Pty.Ltd.を売却 

平成14年10月 株式会社エスシーエム興産を会社分割により設立 

平成15年３月 株式会社イズミテックを吸収合併 

平成16年９月 株式会社エスシーエム興産を売却 

平成18年12月 住石岩泉砕石株式会社を設立 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、連結財務諸表提出会社（以下「当社」）、子会社６社（うち連結子

会社６社）及び関連会社５社（うち持分法適用会社４社）により構成されており、その主要な事業内容と当企業集団

の事業に係わる位置づけ等は、次のとおりであります。 

石炭事業部門 

当社グループでは、当社が石炭の仕入れ及び販売を行っております。 

新素材事業部門 

 当社グループでは、当社が工業用人工ダイヤモンドの製造及び販売を行っております。また、関連会社のＳＰＳ

シンテックス株式会社が放電プラズマ焼結機等の製造及び販売を行っております。 

採石事業部門 

当社グループでは、当社及び連結子会社の泉山興業株式会社、青森石材事業協同組合並びに住石岩泉砕石株式会

社が、砕石の採取、加工及び販売を行っております。 

建材・機材事業部門 

当社グループでは、当社及び連結子会社の日本商事株式会社が、セメント、生コンクリート等の各種建材並びに

建設・運搬用機材、その他産業用の各種機材の仕入れ及び販売を行っております。 

当社は、各種建材・機材を日本商事株式会社より仕入れております。 

その他の部門 

運輸事業部門では、連結子会社の住ノ江海陸運輸株式会社及び関連会社のヰゲタ通商株式会社が貨物自動車運送

業を行っておりますほか、関連会社の泉汽船株式会社が海運業を行っております。当社は、当社の販売する商品の

運送を住ノ江海陸運輸株式会社及びヰゲタ通商株式会社に委託しております。 

 その他として、関連会社の新居浜コールセンター株式会社は当社より石炭荷役業務を受託しております。 

 以上述べた事項を事業系統図に示すと次のとおりであります。 

事 業 系 統 図 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。 

３ 上記会社において有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４ 債務超過会社であり、その額は2,489百万円であります。 

５ 債務超過会社であり、その額は1,605百万円であります。 

名称 住所 

資本金 
又は 
出資金 

（百万円）

主要な事業の内容 

議決権
の所有
割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）          

御成門第二ビル株式会社 注４ 東京都港区 200 その他の部門 100.0 

資金の援助 

事務所の賃借 

役員の兼任 ２名 

泉山興業株式会社 青森県八戸市 90 採石事業 100.0 
資金の援助、債務の保証 

役員の兼任 ２名 

住石岩泉砕石株式会社 岩手県下閉伊郡岩泉町 20 採石事業 100.0 資金の援助 

住ノ江海陸運輸株式会社 佐賀県杵島郡大町町 20 その他の部門 80.0 
石炭輸送の委託 

役員の兼任 １名 

日本商事株式会社 北海道札幌市中央区 10 建材・機材事業 100.0 
建材・機材の販売・仕入 

役員の兼任 １名 

青森石材事業協同組合 注５ 青森県上北郡六ヶ所村 6 採石事業 
100.0 

(100.0)

資金の援助 

理事の兼任 １名 

（持分法適用関連会社）          

泉汽船株式会社 東京都中央区 300 その他の部門 30.2 役員の兼任 １名 

株式会社北海道加ト吉 北海道赤平市 100 その他の部門 50.0 役員の兼任 ２名 

ＳＰＳシンテックス株式会社 神奈川県川崎市  80 新素材事業 40.0 

ロイヤリティの収受 

事務所の賃貸 

役員の兼任 １名 

新居浜コールセンター株式会社 愛媛県新居浜市 50 その他の部門 40.0 
石炭荷役の委託 

役員の兼任 ２名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（ ）内に年間平均人員（８時間換算）を外数 

で記載しております。                                   

(2）提出会社の状況 

（注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（ ）内に年間平均人員（８時間換算）を外数 

で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

・提出会社 

 労働組合はありません。 

・連結会社 

 労働組合はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

石炭事業部門 13  (2) 

新素材事業部門  14  (7) 

採石事業部門  66 (13) 

建材・機材事業部門  24  (3) 

その他の部門  89 (23) 

全社  21  (3) 

合計   227 (51) 

  平成19年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

95 

(24) 
45.2 12.1 5,541,469 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国の経済は、企業収益の拡大に伴う民間設備投資の増加や、雇用情勢の改善による

個人消費の緩やかな回復などに支えられ全般的に堅調に推移しました。 

 当社グループを取り巻く事業環境につきましては、世界的な需給逼迫に伴う石炭価格の上昇や、公共工事の縮小

などを背景とした一部の分野ではやや厳しい状況となりましたものの、全般としては概ね順調に推移しました。 

 このような経済環境の下で、当社グループでは、各事業の状況に応じメリハリの効いた業務運営を行うととも

に、収益構造の改善と財務の健全化のための取り組みを推進してまいりました。 

 当連結会計年度の売上高は435億２千４百万円となり、前期に比べ40億８千５百万円の減収となりました。石炭

事業部門での減収のほか、前期における連結子会社の解散、及び一部事業の分社化の影響が減収の主な要因です。

 収益面では、減収ながら諸経費の削減等もあり営業利益は７億８千１百万円（前期比１億１千９百万円増加）を

確保できましたが、豪州炭鉱会社（ワンボ社）からの配当収入の減少が大きく、経常利益は11億４百万円（前期比

10億４千１百万円減少）と大幅な減益となりました。（なおワンボ社からの受取配当金の減少は、燃料費アップ等

による露天掘りの採算悪化、及び坑内掘りの生産開始の遅れによる影響です。） 

 一方、前期における減損損失のような多額の特別損失の計上がなかったことから当期純利益は６億６千２百万円

（前期比29億１千４百万円好転）となり、黒字に転換いたしました。  

 事業部門別に見ると、石炭事業部門では、輸入炭の入着のずれ込みやスポット納入の減少等もあって販売数量は

前期に比べ16％減少し、売上高は224億２千７百万円（前期比24億５千５百万円減少）となり、営業利益は５億２

千５百万円（前期比９千６百万円減少）となりました。 

 新素材事業部門では、前期に焼結システム事業並びに加工材料事業を分社した影響もあり売上高は６億５千万円

（前期比８千１百万円減少）となったものの、工業用人工ダイヤモンドの販売が好調に推移したことから営業利益

は２億６千８百万円（前期比６千４百万円増加）となりました。 

 採石事業部門では、北日本地区では出荷は概ね好調であったものの、全国的な公共工事の縮小の影響から売上高

は17億１千１百万円（前期比８千万円減少）となり、引き続き製造コストの削減に努めた結果、営業利益は２億２

千１百万円（前期比６百万円減少）となりました。 

 建材・機材事業部門では、採算性を重視し引き続き選別受注を進めており、売上高は前期並みの172億１千７百

万円（前期比４千２百万円増加）となったものの、利益率の改善から営業利益は２億３百万円（前期比４千７百万

円増加）となりました。 

 その他の部門では、前期末の連結子会社の解散の影響から売上高は15億１千７百万円（前期比15億１千１百万円

減少）、営業利益は１億６千８百万円（前期比１億７千４百万円増加）となりました。 

（注）金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

  当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、経常利益が11億４百万円（前期比10億４千１百万

円減少）となり、また、たな卸資産の増加等もあって４億４千７百万円の収入（前期比11億９千１百万円減少）

にとどまりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資、出資等により３億２千５百万円の支出（前期比７億９千１

百万円減少）となりました。前期比減少の主な要因は固定資産及び投資有価証券の売却収入の減少等によるもの

です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の圧縮を進めたほか、新株予約権及び新株の発行と自己株

式（第一回第三種優先株式の一部）の買入により差引32億４千９百万円の収入があったことから、29億５千９百

万円の収入（前期比52億６百万円増加）となりました。この結果、現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比

べ30億８千１百万円増加し、39億７千２百万円となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売原価であり、セグメント間取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合並びに輸出高の総額に対する主要な輸出国又は地

域別の輸出割合については、その割合が100分の10未満のため記載を省略しております。 

４ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、次のとおりであり

ます。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

新素材事業部門 153 74.2 

採石事業部門 933 102.3 

合計 1,087 97.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

石炭事業部門 22,427 90.1 

新素材事業部門 650 88.9 

採石事業部門 1,711 95.5 

建材・機材事業部門 17,217 100.2 

その他の部門 1,517 50.1 

合計 43,524 91.4 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

株式会社熊谷組 6,714 14.1 4,731 10.9 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、経営の重点を量から質へ転換し、重点事業へ経営資源を集中すべく事業再編諸施策を実施してお

ります。また、事業環境の急激な変化にあっても、安定的な成長を続けるべく、総資産の圧縮と有利子負債の削減を

図るなど、財務体質の強化に取り組んでおります。 

今般、将来の普通株式の希薄化の抑制と株主価値の向上を図るため、新株予約権の発行と同行使により調達した資金

を原資とし、第一回第三種優先株式の一部を取得、消却しております。 

 各事業についての、事業収益力の向上に向けた取り組みは次のとおりであります。 

 石炭事業については、中長期的に見て、エネルギー産業としての重要性は増していることから、今後はさらに経営

資源を重点配分して、業容拡大を推進します。豪州炭をはじめ、中国炭、インドネシア炭、ロシア炭など引き続き供

給ソースの多様化を推し進めており、また物流中継基地の整備拡充など、市況、顧客のニーズにスピーディーに対応

することにより、競争力を維持し収益基盤の強化を図ります。  

 新素材事業については、情報技術（ＩＴ）業界特有の顧客のニーズの変化に素早く対応する確かな技術力と提案力

をベースに収益力の強化に努めるとともに、新規顧客・新市場の開拓を推進します。 

 採石事業については、徹底したコスト削減と品質管理により競争力の向上を図るとともに、鉱量確保策（既存鉱区

の拡張、新規鉱区の獲得）についても前向きに検討してまいります。 

 建材・機材事業については、採算性の高い商品に注力するとともに、選別受注を進めて、効率営業に努めてまいり

ます。 

 当社グループといたしましては、経営資源の再配分等経営効率化を推進し、収益力の改善策を推し進めることで、

強固な経営基盤の構築を図ってまいる所存です。 

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）信用リスク 

当社グループでは、多様な商品取引活動により国内外の取引先に対して発生する種々信用リスクに対して、各

事業部門において、信用リスクを定量・定性面から管理・評価し、与信限度・債権状況を定期的にモニタリング

するとともに、各事業部門より独立した部署が回収状況及び滞留債権状況を定期的にレビューし、回収可能性の

検討を行い必要な処理を行っております。 

(2）金利変動リスク 

当社グループでは、資金調達を主に銀行借入により行っているため、金利変動リスクにさらされております。

金利上昇によるコストの増加を事業活動において吸収出来ない場合は、経営成績に影響を与える場合がありま

す。 

(3）重要な訴訟等 

1) 元当社経営の炭鉱等で就労し、じん肺に罹患したとして、元炭鉱従業員等から労働契約に基づく安全配慮 

     義務違反等による損害賠償を求めた次の集団訴訟を提起されております。 

      札幌地方裁判所における石炭じん肺訴訟 

    原告数       23名（当社関係原告のみ） 

    損害賠償請求額   総額 793,500千円並びに附帯する遅延損害金 

                （他被告と連帯債務にある請求分を含む） 

2) 訴訟には至っておりませんが、北海道地区における元炭鉱従業員等289名から、じん肺罹患による損害賠償

請求（具体的な金額は示されておりません）の申し入れがあり、現在事実関係を調査しております。 

５【経営上の重要な契約等】 

  該当事項はありません。 



６【研究開発活動】 

 当連結会計年度中の新素材事業部門において支出した試験研究費の総額は30百万円であり、主な研究開発として次

のものがあります。 

（衝撃圧縮ダイヤモンド合成法の応用研究） 

衝撃圧縮（ショックコンパクション）法により製造される多結晶ダイヤモンド粒子は、ナノメーターレベルの

平滑研磨が可能なことから、次世代半導体の加工工程への応用が期待されております。当社では、製造方法の改

良研究とともに、周辺技術である精密研磨・研削・分級分野での応用研究を進めております。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

  １．重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に係る会計方針及び見積りについては、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表

等 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、注記事項」に記載しております。 

  ２．当連結会計年度の経営成績の分析 

(1）売上高 

 売上高は、前連結会計年度に比べ40億８千５百万円減収の435億２千４百万円となりました。 石炭事業部門

での減収のほか、前期における連結子会社の解散、及び一部事業の分社化の影響が減収の主な要因です。詳細に

ついては「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。

(2）売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は、売上高の減少に伴い、前連結会計年度に比べ39億７千１百万円減少し、405億８百万円となりま

した。 

 また、販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ２億３千４百万円減少し、22億３千５百万円となりま

した。減少の主な内訳は、報酬・給与・賞与79百万円、連結調整勘定償却費65百万円、旅費・通信費22百万円、

賃借料17百万円、減価償却費11百万円等であります。 

(3）営業損益 

 営業利益は、前連結会計年度に比べ１億１千９百万円増加し、７億８千１百万円となりました。上記のとお

り、減収となったものの販売費及び一般管理費の削減等により営業利益は増益となったものです。詳細について

は「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。 

(4）営業外損益 

 営業外収益は、前連結会計年度に比べ11億１千７百万円減少し、９億９千万円となりました。これは受取配当

金の減少11億９千２百万円（うちワンボ社（豪州炭鉱会社）からの受取配当金の減少11億８千６百万円）が主な

ものであります。 

 営業外費用は、前連結会計年度に比べ４千３百万円増加し、６億６千７百万円となりました。 

 上記の結果、営業外損益は前連結会計年度に比べ11億６千１百万円悪化し、３億２千３百万円（収益）となり

ました。 

(5）経常損益 

 経常損益は、前連結会計年度に比べ10億４千１百万円悪化し、11億４百万円となりました。 これは既述のと

おり営業利益が１億１千９百万円増加したものの、ワンボ社からの受取配当金の減少を主因として営業外損益が

11億６千１百万円悪化したことによるものであります。 



(6）特別損益 

 特別利益は、貸倒引当金戻入益１億円、固定資産売却益３千７百万円などの計上により、１億４千６百万円と

なりました。前連結会計年度に比べ８千３百万円減少しておりますが、これは投資有価証券売却益が１億１千６

百万円減少したことが主な要因であります。 

 特別損失は、じん肺訴訟に係る訴訟関連損失１億５千６百万円、訴訟損失引当金繰入額１億３千２百万円のほ

か、投資有価証券評価損５千万円、出資金に係るその他投資等評価損３千９百万円などの計上により、４億８千

９百万円となりました。前連結会計年度に比べ55億８百万円減少しておりますが、これは減損損失が57億４百万

円減少したことが主な要因であります。 

 特別損益は、上記の結果、前連結会計年度に比べ54億２千４百万円好転し、３億４千２百万円（損失）となり

ました。  

(7）税金等調整前当期純損益 

 税金等調整前当期純損益は、経常損益で10億４千１百万円悪化したものの、特別損益で54億２千４百万円好転

した結果、前連結会計年度に比べ43億８千２百万円好転し、７億６千１百万円の利益計上となりました。 

(8）当期純損益 

 当期純損益は、前連結会計年度に比べ29億１千４百万円好転し、６億６千２百万円の利益となりました。税金

等調整前当期純損益では43億８千２百万円好転したものの、減損処理に伴う再評価に係る繰延税金負債取崩がな

くなったこと等により、法人税等調整額が16億５千７百万円悪化したことにが主な要因であります。 

  ３．経営成績に重要な影響を与える要因について 

(1）取引先の倒産等による貸倒損失の発生 

 過年度における業績を悪化させた要因として、貸倒損失があります。これは建材・機材事業部門において、発

生したものです。なお、前期に引き続き、当連結会計年度についても選別受注、与信管理の強化に注力した結

果、大口の貸倒損失は発生しませんでした。 

 今後とも一層の選別受注、与信管理の強化等に注力してまいりますが、建材・機材事業においては、事業の性

質上、このようなリスクを抱えております。  

(2）ワンボ社からの受取配当金  

 当社は石炭事業における最大の仕入先であるWambo Coal Pty.Ltd.（豪州炭鉱会社）に対し25,000千豪ドルの

出資（無議決権）を行っており、同社の純利益の25％を配当として受領しております。当連結会計年度の受取配

当金５億８千万円のうち、５億５千万円が同社からの配当金であります。前連結会計年度（17億３千７百万円）

に比べ大幅に減少しておりますが、これは主に前連結会計年度は税効果会計適用によるいわば特別配当が含まれ

ていた一方、当連結会計年度は露天掘りの採算悪化、及び坑内掘りの生産開始の遅れによる影響があったことに

よるものであります。 

 次期つきましては７億円程度を見込んでおりますが、これは同社からの収益計画が入手不能のため、当社が独

自に算定したものであります。 他方、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 注記事項（連結貸借対照表関

係）５保証債務（２）」に記載のとおり、当社は現地の法令による採炭跡地の環境整備費用の保証債務（11億５

千万円）を有しており、当社負担額の発生時には、上記の配当金より控除される可能性があります。 

  ４．戦略的現状と見通し 

 石炭事業については、販売数量の増加及び価格の高止まりなどから、次期につきましても増収を見込んでおりま

す。 

 新素材事業については、ＩＴ関連製品の在庫調整の動向など先行きに不透明感はあるものの、工業用ダイヤモン

ドの増販に伴う増収を見込んでおります。 

 採石事業については、公共事業の減少など引き続き厳しい状況下にありますが、新規顧客の取り込みにより増収

を図ります。 

 建材・機材事業については、採算性を重視し、選別受注を進めてまいります。 

※ 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において入手可能な情報に基づき判断したもの

であります。 



５．資本の財源及び資金の流動性についての分析 

(1）財政状態の概要 

 当連結会計年度の総資産は、新株発行に伴う預金の増加及び、たな卸資産の増加を主因として316億４千２百万

円となり、前連結会計年度末に比べて50億９千２百万円増加しました。 

 総負債は、仕入債務及び繰延税金負債が増加したことなどから、225億１千６百万円となり、前連結会計年度末

に比べて８億８千３百万円増加しました。 

 純資産は、当期純利益の計上のほか、新株予約権及び新株の発行、評価・換算差額等の増加等により91億２千５

百万円となり、前連結会計年度末に比べて42億９千２百万円増加（当連結会計年度末より少数株主持分を純資産に

含めており、前連結会計年度末を同じ基準で比較すると42億９百万円の増加）しました。 

 この結果、自己資本比率は28.6％となり、前連結会計年度末に比べ10.4ポイント好転しました。 

(2）資金調達 

 資金調達については、営業活動によるキャッシュ・フローを源泉とするほか、主として銀行借入により行ってお

ります。財務運営の方針は、低利かつ中長期に亘り安定的な資金調達を行うこと、及び適正な流動性を保持しつつ

効率運用を図ることであります。 

 なお過去５期にわたる営業活動によるキャッシュ・フローは以下のとおりであります。 

(3）有利子負債の圧縮 

 当社グループは、事業構造の変革とともに有利子負債の圧縮に取り組んでおりますが、当連結会計年度におきま

しても、固定資産及び保有有価証券の売却、運転資金の効率化などにより、借入金の圧縮を進めました。この結

果、有利子負債は前連結会計年度末に比べて２億８千８百万円減少しました。なお、過去５期にわたる有利子負債

残高の推移は以下のとおりであります。 

（百万円）

（注） 従来、所有有価証券を貸株に供し、その担保として受け入れた金額については「その他の有利子負債」に

表示しておりましたが、当連結会計年度より、担保として受け入れた金額1,431百万円は、「短期借入金」に含め

て表示しております。 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

純資産額（百万円） 3,110 5,625 7,000 4,833 9,125 

総資産額（百万円） 113,760 91,683 32,837 26,549 31,642 

自己資本比率（％） 2.7 6.1 21.3 18.2 28.6 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,462 2,833 1,889 1,638 447 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

短期借入金 50,618 34,287 5,890 4,606 7,031 

一年以内に返済予定の 

長期借入金 8,296 5,590 1,811 1,815 2,015 

長期借入金（１年以内に返済

予定のものを除く。） 23,972 25,171 6,997 5,256 3,591 

その他の有利子負債 

（貸株担保） － 1,528 1,292 1,249 － 

合計 82,887 66,578 15,992 12,926 12,638 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

  当連結会計年度の設備投資については、総額３億５千３百万円の投資を行っており、主なものは以下のとおりであ

ります。 

 採石事業部門において、設備の更新及び生産効率の向上を図るため砕石プラント等に５千７百万円の投資を行って

おります。   

 新素材事業部門においては、電界放出形走査電子顕微鏡及び精密粒度測定装置等に５千１百万円の投資を行ってお

ります。 

 その他の部門においては、貨物用トラックの更新等に５千万円の投資を行っております。 

(1）提出会社 

当連結会計年度において減少した主要な設備 

  該当事項はありません。 

(2）国内子会社 

 ①当連結会計年度において減少した主要な設備 

  該当事項はありません。 



２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

（注）１ 帳簿価格には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ その他の有形固定資産は、工具器具備品であります。 

３ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（）内に年間平均人員（８時間換算）を外数で記載しております。

４ リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

 （注） 数量表示は、困難なため記載しておりません。 

(2）国内子会社 

（注）１ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ その他の有形固定資産は、工具器具備品であります。 

３ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（）内に年間平均人員（８時間換算）を外数で記載しております。

(3）在外子会社 

 該当事項はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
（セグメント） 

設備の種類別の帳簿価額 

従業員数 
（名） 

建物及び 
構築物 

（百万円） 

機械装置 
及び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
（㎡） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社ほか 

（東京都港区、北海道歌志 

内市、赤平市ほか） 

総合統括業務 

（全社） 
234 24 

5,105 

(5,385,830)
10 5,374 

47 

(6)

石炭事業部 

（佐賀県伊万里市ほか） 

貯炭設備ほか 

（石炭事業部門） 
70 0 

― 

(―)
― 70 

13 

(2)

新素材事業部 

（北海道赤平市ほか） 

人工ダイヤ製造設備ほか 

（新素材事業部門） 
326 31 

23 

(15,369)
45 427 

14 

(7)

札幌事業所 

（北海道札幌市南区） 

砕石生産設備 

（採石事業部門） 
1 17 

49 

(2,609)
0 69 

7 

(7)

山陽事業所 

（兵庫県神崎郡神河町） 

砕石生産設備 

（採石事業部門） 
23 92 

378 

(135,540)
1 496 

14 

(2)

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 数量 

リース期間 

（年） 

年間 

リース料 

（百万円） 

リース 

契約残高 

（百万円） 

山陽事業所 

（兵庫県神崎郡神河町） 
採石事業部門 砕石設備ほか ―  ５～８ 10 4 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

（セグメント） 

設備の種類別の帳簿価額 

従業 
員数
（名）

建物及び
構築物 

（百万円）

機械装置
及び 
運搬具 

（百万円）

土地 
（百万円）
（㎡） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

御成門第二ビル 

株式会社 

御成門第二ビル 

（東京都港区） 

賃貸用ビル 

（不動産事業部門） 
359 － 

3,046 

(524)
1 3,406 

1 

(0)

住ノ江海陸運輸 

株式会社 

本社、営業所 

（佐賀県杵島郡大町町ほか） 

本社事務所ほか 

（その他の部門） 
50 167 

127 

(6,175)
0 345 

88 

(23)

泉山興業株式会社

ほか２社 

本社、砕石工場 

（青森県八戸市ほか） 

砕石生産設備 

（採石事業部門） 
367 155 

352 

(512)
2 877 

43 

(4)



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

 （注）２ 第一回第二種優先株式の内容は次のとおりであります。 

１ 優先株式配当金 

(1）優先株式配当金 

第115期事業年度までの各事業年度  １株につき７円 

第116期事業年度以降の各事業年度  １株につき14円 

第一回第二種優先株主又は第一回第二種優先登録株式質権者（以下「本優先株主等」という。）に対し

ては、普通株主、普通登録株式質権者、第一回第三種優先株主及び第一回第三種優先登録株式質権者に先

立ち、第一回第二種優先株式配当金を支払う。 

(2）非累積型 

ある事業年度において本優先株主等に対して支払う剰余金の配当の額が第一回第二種優先株式配当金の

額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 680,160,000 

第一回第二種優先株式 7,140,000 

第一回第三種優先株式 35,714,000 

計 723,014,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数（株） 

（平成19年３月31日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成19年６月28日）

上場証券取引所名
又は 

登録証券業協会名 
内容 

普通株式 264,706,068 294,429,958 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

（注）１ 

第一回第二種優先株式 7,140,000 7,140,000 ― （注）２ 

第一回第三種優先株式 15,114,000 15,114,000 ― （注）３ 

計 286,960,068 316,683,958 ― ― 



(3）非参加型 

本優先株主等に対しては、第一回第二種優先株式配当金を超えて配当は行わない。 

２ 残余財産の分配 

当社が残余財産を分配するときは、本優先株主等に対し、普通株主及び普通登録株式質権者に先立ち第一

回第二種優先株式１株につき350円を支払う。第一回第二種優先株式及び第一回第三種優先株式の残余財産

の支払順位は同順位とする。上記に定めるほか、本優先株主等に対しては残余財産の分配は行わない。 

３ 株式の分割又は併合、新株引受権等の付与 

当社は、法令に定める場合を除き、第一回第二種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当社

は、本優先株主等には、新株引受権又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 

４ 買受 

当社は、普通株式、第一回第二種優先株式又は第一回第三種優先株式のうち、いずれか一つのみ、二つの

み、又は全ての種類につき、その全部又は一部の買受けを行うことができる。 

５ 消却 

当社は、取締役会の決議をもって、その有する普通株式、第一回第二種優先株式又は第一回第三種優先株

式のうち、いずれか一つのみ、二つのみ、又は全ての種類につき、その全部又は一部の消却を行うことがで

きる。 

６ 議決権 

第一回第二種優先株主は、法令に定める場合を除き、当社株主総会において議決権を有しない。 

７ 転換予約権 

(1）転換を請求し得べき期間 

第111期事業年度から第115期事業年度までの各事業年度の末日（当日が銀行休業日の場合は直前の銀行

営業日）及び平成19年９月12日から平成44年８月９日までとする。 

(2）転換の条件 

第一回第二種優先株式は、下記の転換の条件で当社の普通株式に転換することができる。 

① 当初転換価額 

当初転換価額は、普通株式１株当たり60円とする。 

② 転換価額の調整 

(A）第一回第二種優先株式発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算

式（以下「転換価額調整式」という。）により調整する。なお、次の算式において「既発行普通株式

数」とは、当社の発行済普通株式総数（ただし、普通株式に係る自己株式数を除く。）をいう。 

(a）下記②(C)で規定する転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行

又は処分する場合、調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株主割当日があ

る場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(b）株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当

日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件として

その部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可

能利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とす

る場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日

の翌日以降、これを適用する。 

       
既発行 

普通株式数 
＋

新規発行・処分 

普通株式数 
×

１株当たり 

払込金額 

調整後 

転換価額 
＝ 

調整前 

転換価額 
× 

    １株当たり時価 

既発行普通株式数 ＋ 新規発行・処分普通株式数 



(c）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換できる証券、又は転

換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合、調整後の転換価額は、その発行日

に、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行される証券の全額が転換又

は全ての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降又はその割当日の翌日以降

これを適用する。 

(B）前記②(A)に掲げる場合のほか、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により転換価額の調整を

必要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整される。 

(C）転換価額調整式に使用する１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日（ただし、上記②

(A)(b)ただし書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券

取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない

日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(D）転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換

価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、

また、株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普

通株式数とする。 

(E）転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。 

(F）転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生

し、転換価額を算出する場合には、転換価額調整中の転換前転換価額に代えて調整前転換価額からこ

の差額を差し引いた額を使用する。 

③ 転換により発行すべき普通株式数 

第一回第二種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。 

発行株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

８ 強制転換条項 

平成44年８月９日までに転換請求がなかった第一回第二種優先株式は、会社法第170条の規定による転換

の効力発生日において、第一回第二種優先株式１株の払込金相当額を平成44年８月９日に先立つ45取引日目

に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を

含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計

算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。この場合当該平均値が52円を下回

るときは、第一回第二種優先株式１株の払込金相当額を52円で除して得られる数の普通株式となる。また、

当該平均値が120円を上回るときは、第一回第二種優先株式１株の払込金相当額を120円で除して得られる数

の普通株式となる。上記の普通株式数の算出に当たっては、小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨

五入した上で、１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法によりこれを取り扱う。 

９ 転換予約権の行使又は強制転換があった場合の取り扱い 

第一回第二種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の剰余金の配当は、７に定める転換

予約権の行使又は８に定める強制転換がなされた時の属する事業年度の初めにおいて転換があったものとみ

なしてこれを支払う。 

10 配当起算日 

第一回第二種優先株式に対する配当起算日は平成14年４月１日とする。 

11 上記各項については、各種の法令に基づく必要手続の効力発生を条件とする。 

転換により発行すべき 

普通株式数 
＝ 

優先株主が転換請求のため 

に提出した第一回第二種 

優先株式の発行価額総額 

÷ 転換価額 



 （注）３ 第一回第三種優先株式の内容は次のとおりであります。 

１ 優先株式配当金 

(1）優先株式配当金 

第115期事業年度までの各事業年度  １株につき７円 

第116期事業年度以降の各事業年度  １株につき14円 

第一回第三種優先株主又は第一回第三種優先登録株式質権者（以下「本優先株主等」という。）に対し

ては、普通株主及び普通登録株式質権者に先立ち、かつ第一回第二種優先株主及び第一回第二種優先登録

株式質権者に劣後して、第一回第三種優先株式配当金を支払う。 

(2）非累積型 

ある事業年度において本優先株主等に対して支払う剰余金の配当の額が第一回第三種優先株式配当金の

額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

(3）非参加型 

本優先株主等に対しては、第一回第三種優先株式配当金を超えて配当は行わない。 

２ 残余財産の分配 

当社が残余財産を分配するときは、本優先株主等に対し、普通株主及び普通登録株式質権者に先立ち第一

回第三種優先株式１株につき350円を支払う。第一回第二種優先株式及び第一回第三種優先株式の残余財産

の支払順位は同順位とする。上記に定めるほか、本優先株主等に対しては残余財産の分配は行わない。 

３ 株式の分割又は併合、新株引受権等の付与 

当社は、法令に定める場合を除き、第一回第三種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当社

は、本優先株主等には、新株引受権又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 

４ 買受 

当社は、普通株式、第一回第二種優先株式又は第一回第三種優先株式のうち、いずれか一つのみ、二つの

み、又は全ての種類につき、その全部又は一部の買受けを行うことができる。 

５ 消却 

当社は、取締役会の決議をもって、その有する普通株式、第一回第二種優先株式又は第一回第三種優先株

式のうち、いずれか一つのみ、二つのみ、又は全ての種類につき、その全部又は一部の消却を行うことがで

きる。 

６ 議決権 

第一回第三種優先株主は、法令に定める場合を除き、当社株主総会において議決権を有しない。 

７ 転換予約権 

(1）転換を請求し得べき期間 

平成19年９月12日から平成44年８月９日までとする。 

(2）転換の条件 

第一回第三種優先株式は、下記の転換の条件で当社の普通株式に転換することができる。 

① 当初転換価額 

当初転換価額は、普通株式１株当たり60円とする。 

② 転換価額の修正 

転換価額は、平成20年10月１日以降平成43年10月１日までの毎年10月１日（以下「転換価額修正日」

という。）に、当該転換価額修正日時価（以下に定義される。）に修正されるものとする。ただし、当

該時価が52円（以下「下限転換価額」という。）を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とす

る。また、当該時価が120円（以下「上限転換価額」という。）を上回るときは、修正後転換価額は上

限転換価額とする。ただし、転換価額が転換価額修正日までに、下記③により調整された場合には、上

限転換価額及び下限転換価額についても同様の調整を行うものとする。上記において、「当該転換価額

修正日時価」とは、当該転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引

所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を

除く。）とし、その計算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。 



③ 転換価額の調整 

(A）第一回第三種優先株式発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算

式（以下「転換価額調整式」という。）により調整する。なお、次の算式において「既発行普通株式

数」とは、当社の発行済普通株式総数（ただし、普通株式に係る自己株式数を除く。）をいう。 

(a）下記③(C)で規定する転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行

又は処分する場合、調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株主割当日があ

る場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(b）株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当

日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件として

その部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可

能利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とす

る場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日

の翌日以降、これを適用する。 

(c）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換できる証券、又は転

換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合、調整後の転換価額は、その発行日

に、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行される証券の全額が転換又

は全ての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降又はその割当日の翌日以降

これを適用する。 

(B）前記③(A)に掲げる場合のほか、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により転換価額の調整を

必要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整される。 

(C）転換価額調整式に使用する１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日（ただし、上記③

(A)(b)ただし書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券

取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない

日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(D）転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換

価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、

また、株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普

通株式数とする。 

(E）転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。 

(F）転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生

し、転換価額を算出する場合には、転換価額調整中の転換前転換価額に代えて調整前転換価額からこ

の差額を差し引いた額を使用する。 

④ 転換により発行すべき普通株式数 

第一回第三種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。 

発行株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

       
既発行 

普通株式数 
＋

新規発行・処分 

普通株式数 
×

１株当たり 

払込金額 

調整後 

転換価額 
＝ 

調整前 

転換価額 
× 

    １株当たり時価 

既発行普通株式数 ＋ 新規発行・処分普通株式数 

転換により発行すべき 

普通株式数 
＝ 

優先株主が転換請求のため 

に提出した第一回第三種 

優先株式の発行価額総額 

÷ 転換価額 



８ 強制転換条項 

平成44年８月９日までに転換請求がなかった第一回第三種優先株式は、会社法第170条の規定による転換

の効力発生日において、第一回第三種優先株式１株の払込金相当額を平成44年８月９日に先立つ45取引日目

に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を

含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計

算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。この場合当該平均値が52円を下回

るときは、第一回第三種優先株式１株の払込金相当額を52円で除して得られる数の普通株式となる。また、

当該平均値が120円を上回るときは、第一回第三種優先株式１株の払込金相当額を120円で除して得られる数

の普通株式となる。上記の普通株式数の算出に当たっては、小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨

五入した上で、１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法によりこれを取り扱う。 

９ 転換予約権の行使又は強制転換があった場合の取り扱い 

第一回第三種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の剰余金の配当は、７に定める転換

予約権の行使又は８に定める強制転換がなされた時の属する事業年度の初めにおいて転換があったものとみ

なしてこれを支払う。 

10 配当起算日 

第一回第三種優先株式に対する配当起算日は平成14年４月１日とする。 

11 上記各項については、各種の法令に基づく必要手続の効力発生を条件とする。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 320 － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 － 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 26,037,120 － 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  （注）１ １株当たり   122.9 － 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月10日 

至 平成20年７月９日 
－ 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     122.9 

 （注）１ 

資本組入額  （注）２ 

－ 

新株予約権の行使の条件 
本新株予約権の一部行使は

できない。 
－ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権の譲渡につい

ては、当社取締役会の承認

を要するものとする。 

－ 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

（注）１ 新株予約権の目的となる株式の数、同行使時の払込金額及び同行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格は、当該各末日現在に行使されたと見なし記載しております。 

２ ①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものします。 

  ②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、当該資本金等増

加限度額から前号に定める増加する資本金の額を減じた額とします。 

３ 新株予約権の「提出日の前月末現在」は、平成19年５月31日現在すべて権利行使されたため、該当事項

はありません。 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 発行済株式総数の減少は、普通株式２株を１株に併合したことによる減少であり、資本金の減少は、前期決

算の損失填補のための減資によるものであります。 

２ 第三者割当方式による第一種優先株式（7,140,000株）、第二種優先株式（7,140,000株）及び第三種優先株

式（35,714,000株）の発行による増加額であり、発行価額はいずれも350円、資本組入額は175円であります。

また、その割当先は、第一種優先株式は株式会社三重銀行、株式会社関西アーバン銀行、株式会社山形銀

行、株式会社阿波銀行、株式会社びわこ銀行、第二種優先株式及び第三種優先株式は、株式会社三井住友銀行

であります。 

３ 平成15年６月27日開催の第111期定時株主総会決議による損失処理に伴い、資本準備金を取り崩しておりま

す。 

４ 第一種優先株式の普通株式への転換による増減であります。 

５ 第一種優先株式の普通株式への転換による増減であります。 

６ 第一種優先株式の普通株式への転換による増減であります。 

７ 平成19年３月20日開催の臨時株主総会決議による第一回第三種優先株式の取得、消却によるものでありま

す。 

８ 平成19年３月20日開催の臨時株主総会決議による第一回第三種優先株式の消却原資及び累損解消に充てるた

め、その他資本剰余金及びその他利益剰余金へ振り替えたことによるものであります。 

９ 発行済株式数、資本金及び資本準備金の増加は、新株予約権の行使によるものであります。  

10 平成19年４月１日から平成19年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が29,723千

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ1,606百万円増加しております 

   

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成14年８月２日 

（注）１ 
△132,544,531 132,544,531 △15,560 500 ― ― 

平成14年９月12日 

（注）２ 
49,994,000 182,538,531 8,748 9,248 8,748 8,748 

平成15年６月27日 

（注）３ 
― 182,538,531 ― 9,248 △8,748 ― 

平成16年３月31日 

（注）４ 

21,472,499 

△3,681,000 
200,330,030 ― 9,248 ― ― 

平成17年３月31日 

（注）５ 

17,179,165 

△2,945,000 
214,564,195 ― 9,248 ― ― 

平成18年３月31日 

（注）６ 

2,998,333 

△514,000 
217,048,528 ― 9,248 ― ― 

平成19年３月23日 

（注）７ 
△20,600,000   ― ― ― ― 

平成19年３月23日 

（注）８ 
―   △10,177   △4,363   

平成18年７月31日～ 

平成19年３月31日 

（注）９ 

90,511,540 286,960,068 5,944 5,016 5,944 1,581 



(5）【所有者別状況】 

① 普通株式 

 （注） 自己株式43,257株は「個人その他」に86単元、「単元未満株式の状況」に257株含まれております。 

② 第一回第二種優先株式 

  

③ 第一回第三種優先株式 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満 
株式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 43 67 199 53 16 26,512 26,890 ― 

所有株式数

（単元） 
― 67,660 53,618 121,136 20,041 217 266,453 529,125 143,568 

所有株式数の

割合（％） 
― 12.78 10.13 22.89 3.78 0.04 50.38 100.00 ― 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満 

株式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 

法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 1 ― ― ― ― ― 1 ― 

所有株式数

（単元） 
― 14,280 ― ― ― ― ― 14,280  ― 

所有株式数の

割合（％） 
― 100.00 ― ― ― ― ― 100.00 ― 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満 

株式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 

法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 1 ― ― ― ― ― 1 ― 

所有株式数

（単元） 
― 30,228 ― ― ― ― ― 30,228  ― 

所有株式数の

割合（％） 
― 100.00 ― ― ― ― ― 100.00 ― 



(6）【大株主の状況】 

① 普通株式 

 （注）前事業年度末現在主要株主であった銀泉株式会社は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

② 第一回第二種優先株式 

③ 第一回第三種優先株式 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合

（％） 

銀泉株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋４丁目６－12 21,805 8.24 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 7,322 2.77 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 6,618 2.50 

ゴールドマン・サックス証券株

式会社 
東京都港区六本木６丁目10－１ 5,950 2.25 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,548 1.72 

三井住友カード株式会社 大阪府大阪市中央区今橋４丁目５－15 4,279 1.62 

株式会社日本総合研究所 東京都千代田区一番町16番 4,179 1.58 

株式会社クオーク 東京都港区三田３丁目５－27 4,115 1.55 

ＳＢＩイー・トレード証券株式

会社 
東京都港区六本木１丁目６－１ 3,422 1.29 

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セ

キュリティーズ（ジャパン）リ

ミテッド 

東京都千代田区大手町１丁目７－２ 3,369 1.27 

計 ― 65,609 24.79 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合

（％） 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 7,140 100.00 

計 ― 7,140 100.00 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合

（％） 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 15,114 100.00 

計 ― 15,114 100.00 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が36,000株含まれておりま

す。なお、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数72個は「議決権の数」欄には含まれておりません。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 
第二種優先株式    7,140,000

第三種優先株式   15,114,000 
― 

「１(1)②発行済株式」の記載

を参照 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式        43,000 
― 

権利内容に何ら限定のない 

当社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式      264,519,500 528,967 同上 

単元未満株式 普通株式         143,568 ― 同上 

発行済株式総数 

普通株式     264,706,068 

第二種優先株式    7,140,000 

第三種優先株式   15,114,000 

― ― 

総株主の議決権 ― 528,967 ― 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数の
割合（％） 

（自己保有株式） 

住友石炭鉱業株式会社 

東京都港区新橋六 

丁目16番12号 
43,000 ― 43,000 0.01 

計 ― 43,000 ― 43,000 0.01 



２【自己株式の取得等の状況】 

（普通株式）  

【株式の種類等】 

旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当

する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 13,397 2,019,152 

当期間における取得自己株式  1,204 153,444 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 43,257 － 44,461 － 



（優先株式） 

【株式の種類等】 

会社法第155条第３号に該当する優先株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

臨時株主総会（平成19年３月20日）での決議状況 
（取得期間 平成19年３月23日～平成20年３月22日） 

20,600,000 8,652,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 20,600,000 8,652,000,000 

残存授権株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)  － － 

当期間における取得自己株式  － － 

提出日現在の未行使割合(％)  － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 20,600,000 8,652,000,000 － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 － － － － 



３【配当政策】 

 配当については、株主に対する安定的な配当の継続を経営の最重要政策として位置づけており、収益状況に対応し

た配当を行うことを基本としつつ、企業体質の一層の強化並びに将来の事業展開に備えるための内部留保の充実など

を勘案して配当額を決定する方針を採っております。 

 なお、会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議

によらず取締役会の決議により定める事としております。 

 また、剰余金の配当の基準日は、期末配当の基準日は３月31日とし、前項のほか、基準日を定めて剰余金の配当を

することができるとしております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

また、平成14年８月２日に発行済普通株式２株を１株とする株式併合を行っております。なお、第111

期欄の※印の付された株価は、株式併合による権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

回次 第111期 第112期 第113期 第114期 第115期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 
53 

※70 
118 210 320 253 

最低（円） 
29 

※22 
37 95 121 116 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 167 153 142 138 155 150 

最低（円） 138 126 116 116 120 126 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（株） 

代表取締役 

執行役員社長 
  亀田 郁朗 昭和22年１月１日生

昭和51年４月 当社入社 

平成８年４月 技術本部資源開発部長 

〃 13年４月 執行役員採石事業部長 

〃 13年６月 取締役執行役員採石事業部長 

〃 13年12月 取締役執行役員経営企画推進部長 

〃 14年６月 取締役常務執行役員 

〃 18年３月 顧問 

〃 18年６月 代表取締役（現）執行役員社長（現） 

（注）２ 5,000 

代表取締役 

執行役員副社

長 

  長崎 駒樹 昭和22年10月10日生

昭和45年４月 株式会社住友銀行入行 

〃 62年10月 同行調査役 

平成９年10月 同行本店支配人 

〃 10年10月 当社入社、本社支配人 

〃 11年１月 Wambo Mining Corporation Pty.Ltd. 
取締役会長 

〃 13年４月 当社常務執行役員 

〃 13年６月 取締役 

〃 14年６月 代表取締役（現）、専務執行役員 

〃 17年６月 執行役員副社長（現） 

（注）２ 5,000 

取締役 

専務執行役員 
石炭事業部長 刑部 修 昭和22年８月31日生

昭和45年４月 丸紅株式会社入社 

平成５年４月 同社電力用炭部長 

〃 ９年４月 同社エネルギー第二本部副本部長 

〃 11年４月 丸紅豪州会社副社長 

〃 12年１月 丸紅豪州会社社長 

〃 15年４月 当社入社、常務執行役員 

〃 15年10月 石炭事業部長（現） 

〃 16年６月 取締役（現） 

〃 18年７月 専務執行役員（現） 

（注）２ 0 

取締役 

常務執行役員 
採石事業部長 大澤 英雄 昭和18年８月27日生

昭和42年４月 山陽工業株式会社入社 

〃 62年９月 当社入社 

平成８年７月 砕石・石灰事業本部山陽砕石事業部長 

〃 12年４月 採石事業本部採石事業部長 

〃 13年12月 採石事業部担当部長 

〃 14年８月 経営企画推進部担当部長兼採石事業部 

担当部長 

〃 14年11月 執行役員、採石事業部長（現） 

〃 16年６月 取締役（現） 

〃 18年７月 常務執行役員（現） 

（注）２ 19,500 

取締役 

執行役員 

業務推進部長 

総務部長 
谷口 信一 昭和32年２月10日生

昭和54年４月 当社入社 

平成６年７月 開発本部不動産プロジェクト事業部 
不動産開発室長、賃貸住宅部長 

〃 12年６月 執行役員（現)、住宅事業部住宅営業部長 

〃 13年４月 東京住宅事業部長 

〃 13年12月 業務管理部長 

〃 14年６月 取締役（現） 

〃 15年９月 建機材事業部長 

〃 17年１月 経営戦略部長 

〃 17年10月 経営管理部長、総務部長 

〃 18年11月 業務推進部長（現）、総務部長（現） 

（注）２ 10,500 

 



 （注）１．監査役 十河安義、柿本省三は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．平成19年６月28日開催の定例株主総会の終結の時から１年間であります。 

３．平成17年６月29日開催の定例株主総会の終結の時から４年間であります。 

４．平成19年６月28日開催の定例株主総会の終結の時から４年間であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（株） 

監査役 

（常勤） 
  阿部 勝清 昭和20年６月１日生

昭和44年４月 当社入社 

平成４年６月 住友石炭赤平炭砿株式会社取締役 

赤平砿業所事務長 

〃 ７年10月 当社赤平事務所長 

〃 ８年６月 業務本部総務部長 

〃 10年10月 九州支店長 

〃 13年５月 株式会社ニッショウ取締役社長 

〃 13年６月 株式会社ニッショウ取締役社長兼 

株式会社イズミテック取締役社長 

〃 14年６月 当社監査役（現） 

（注）３ 5,000 

監査役   十河 安義 昭和14年９月28日生

昭和37年４月 株式会社住友銀行入行 

〃 54年６月 同行融資第二部長 

〃 62年６月 同行取締役、業務部長 

平成２年10月 同行常務取締役、名古屋支店長 

〃 ４年10月 同行専務取締役 

〃 ５年６月 住友建設株式会社取締役副社長 

〃 ９年６月 明光証券株式会社取締役社長 

〃 15年４月 ＳＭＢＣフレンド証券株式会社 

（社名変更）特別顧問 

〃 16年６月 株式会社関西アーバン銀行監査役（現） 

〃 17年６月 当社監査役（現） 

（注）３ 0 

監査役   柿本 省三 昭和21年10月24日生

昭和45年４月 株式会社住友銀行入行 

昭和46年５月 住友ビジネスコンサルティング株式会社

出向 

〃 53年９月 公認会計士登録 

〃 54年１月 税理士登録 

〃 63年10月 住友ビジネスコンサルティング株式会社

東京コンサルティング第３部長 

平成７年４月 株式会社日本総合研究所 

研究事業本部主席コンサルタント 

〃 13年７月 新日本監査法人監査第二部公認会計士 

〃 14年７月 公認会計士・税理士個人事務所開業 

（現） 

〃 16年６月 富山化学工業株式会社取締役（現） 

〃 19年６月 当社監査役（現） 

（注）４ 0 

        計   45,000 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、監査役制度を採用しております。また、経営における意思決定・監督機能（取締役会）と執行機能（執

行役員）を分離するため、執行役員制度を採用しております。取締役会につきましては少数（５名）の取締役によ

り経営環境の変化に迅速に対応する体制を整備し、意思決定・監督機能の強化を図っております。執行役員につき

ましては権限と責任の一層の明確化により、執行機能の強化を図っております。 

 また、リスクマネジメントやコンプライアンスについては、体制作りと周知徹底を図っております。 

 なお、当社はコーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題のひとつとして考え、今後ともその充実を図ってま

いります。 

(1）提出会社の企業統治に関する事項 

    当社のコーポレート・ガバナンスに関する主な体制及び施策の実施状況は次のとおりであります。 

(2）会社の機関の内容 

  ・ 当社は監査役会制度を採用しております。 

  ・ 取締役会は取締役５名の体制であり、原則週１回開催のマネジメントコミッティーを経て、月１回定時取締

役会を開催するとともに、必要に応じ臨時取締役会を開催しております。なお、社外取締役はおりません。 

  ・ 監査役については３名の体制であり、そのうち２名が社外監査役であります。社外監査役は当社グループ会

社の出身ではありません。 

  ・ 執行役員については11名の体制であり、事業部門長等の重要な職位に就き、その業務を執行しております。

  ・ 内部監査組織である監査室は１名の体制であり、業務執行の監視については、内部監査を実施しておりま

す。 

（役員数については平成19年３月31日現在）



(3）内部統制システムの整備の状況等 

  ・ 内部統制については、業務の意思決定の過程において各事業部門及び本社部門における稟議制度等を通じた

事前チェックを行うほか、重要事項は取締役会に付議しております。 

  ・ 業務を執行した公認会計士の氏名、監査法人への所属及び監査継続年数 

 ※ 同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与するこ

とのないよう措置をとっております。 

  ・ 会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士  ３名   会計士補等  ８名 

(4）リスク管理体制の整備の状況 

  ・ 会計監査は、新日本監査法人から受けております。 

  ・ コーポレート・ガバナンスを含め法律問題については、専門に応じて複数の顧問弁護士から随時必要なアド

バイスを受けております。 

(5）役員報酬の内容 

(6）監査報酬の内容 

  ・ 監査法人に対する報酬等の額 

  ① 当社及び子会社等が支払うべき報酬等の合計額    

26百万円

  ② 上記①の合計額のうち公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項の業務（監査証明業務）の対

価として支払うべき報酬等の合計額 

26百万円

  ③ 上記②以外の報酬等の額 

  ―  

  (7）取締役の定数 

    当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

  (8）取締役の選任の決議要件 

    当社の取締役の選任の決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主の出席を要し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

  (9）剰余金の配当等の決定機関 

    当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、取締役会の権限とす

ることにより、株主への機動的な剰余金の配当等を行うことを目的とするものであります。 

  (10）株主総会の特別決議要件 

    当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における

特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

氏 名 等 所 属 連続して監査関連業務を行った会計期間 

指定社員 

業務執行社員 

氏 原  修 一 

新日本監査法人 

 ３会計期間 

星 野  正 司 ２会計期間 

原 口  清 治 ４会計期間 

区 分 
取 締 役 監 査 役 計 

摘 要 
支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 

  名 百万円 名 百万円 名 百万円 

定款又は株主総会決議

に基づく報酬 5 88 3 19 8 107  



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日か

ら平成19年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財

務諸表について新日本監査法人の監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 
平成18年３月31日 

当連結会計年度 
平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資産の部              

Ⅰ 流動資産              

現金及び預金 ※２   925     3,981  

受取手形及び売掛金 ※８   6,002     6,088  

たな卸資産     2,528     3,755  

繰延税金資産     625     625  

その他の流動資産     415     341  

貸倒引当金     △297     △45  

流動資産合計     10,199 38.4   14,746 46.6 

Ⅱ 固定資産              

有形固定資産              

建物及び構築物 ※２ 2,825     2,864    

減価償却累計額 ※10 1,341 1,483   1,430 1,433  

機械装置及び運搬具 ※２ 2,997     2,888    

減価償却累計額 ※10 2,401 596   2,399 489  

土地 
※１ 
※２ 
※９ 

  9,004     9,082  

その他の有形固定資
産 

※２ 198     253    

減価償却累計額 ※10 174 24   190 62  

有形固定資産合計     11,108 41.8   11,068 35.0 

無形固定資産              

その他の無形固定資
産 

    78     74  

無形固定資産合計     78 0.3   74 0.2 

投資その他の資産              

投資有価証券 
※２ 
※３ 
※４ 

  4,860     5,513  

長期貸付金     23     15  

その他の投資その他
の資産 

    868     692  

貸倒引当金     △589     △467  

投資その他の資産合計     5,163 19.5   5,753 18.2 

固定資産合計     16,350 61.6   16,896 53.4 

資産合計     26,549 100.0   31,642 100.0 

               

 



   
前連結会計年度 
平成18年３月31日 

当連結会計年度 
平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

負債の部              

Ⅰ 流動負債              

支払手形及び買掛金 ※８   5,881     6,292  

短期借入金 ※２   4,606     7,031  

一年以内に返済予定の
長期借入金 

※２   1,815     2,015  

未払費用     168     201  

未払法人税等     48     30  

賞与引当金     51     52  

債務保証損失引当金     18     15  

訴訟損失引当金     ―     132  

その他の流動負債 ※４   2,034     1,215  

流動負債合計     14,625 55.1   16,988 53.7 

Ⅱ 固定負債              

長期借入金 ※２   5,256     3,591  

繰延税金負債     598     802  

再評価に係る繰延税金
負債 

    403     400  

退職給付引当金     408     420  

長期預り金     326     301  

その他の固定負債     15     12  

固定負債合計     7,007 26.4   5,528 17.5 

負債合計     21,633 81.5   22,516 71.2 

               

少数株主持分              

少数株主持分     82 0.3   ― ― 

               

資本の部              

Ⅰ 資本金 ※11   9,248 34.8   ― ― 

Ⅱ 利益剰余金     △5,007 △18.9   ― ― 

Ⅲ 土地再評価差額金     △281 △1.0   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    892 3.4   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※12   △18 △0.1   ― ― 

資本合計     4,833 18.2   ― ― 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    26,549 100.0   ― ― 

               

 



   
前連結会計年度 
平成18年３月31日 

当連結会計年度 
平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

純資産の部               

Ⅰ 株主資本               

資本金     － －   5,016 15.9 

資本剰余金     － －   1,581 5.0 

利益剰余金     － －   1,545 4.9 

自己株式     － －   △20 △0.1 

  株主資本合計     － －   8,123 25.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

その他有価証券評価差
額金 

    － －   1,199 3.8 

土地再評価差額金     － －   △284 △0.9 

  評価・換算差額等合計     － －   914 2.9 

Ⅲ 新株予約権     － －   12 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     － －   75 0.2 

純資産合計     － －   9,125 28.8 

負債純資産合計     － －   31,642 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     47,610 100.0   43,524 100.0 

Ⅱ 売上原価 
※１ 
※３ 

  44,479 93.4   40,508 93.1 

売上総利益     3,131 6.6   3,016 6.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 
※３ 

  2,470 5.2   2,235 5.1 

営業利益     661 1.4   781 1.8 

Ⅳ 営業外収益              

受取利息   3     4    

受取配当金   1,773     580    

持分法による投資利益   24     107    

その他の営業外収益   307 2,108 4.4 297 990 2.3 

Ⅴ 営業外費用              

支払利息   304     299    

その他の営業外費用   319 624 1.3 368 667 1.5 

経常利益     2,145 4.5   1,104 2.6 

Ⅵ 特別利益              

前期損益修正益 ※４ 8     ―    

固定資産売却益 ※５ 74     37    

投資有価証券売却益 ※６ 120     3    

貸倒引当金戻入益   2     100    

その他の特別利益   24 230 0.5 5 146 0.3 

Ⅶ 特別損失              

前期損益修正損   0     28    

固定資産売・除却損 ※７ 68     34    

減損損失 ※８ 5,704     ―    

関連事業損失 ※９ 111     1    

投資有価証券売却損 ※10 4     ―    

投資有価証券評価損 ※11 0     50    

たな卸資産評価損 ※12 9     ―    

その他投資等評価損 ※13 ―     39    

会社分割関連損失 ※14 84     ―    

訴訟関連損失 ※15 ―     156    

訴訟損失引当金繰入額   ―     132    

補償損失   ―     39    

その他の特別損失   14 5,997 12.6 6 489 1.1 

税金等調整前当期純利益又は
損失（△） 

    △3,620 △7.6   761 1.8 

法人税、住民税及び事業税   289     110    

法人税等調整額   △1,660 △1,371 △2.9 △3 106 0.3 

少数株主利益又は損失（△）     2 0.0   △7 △0.0 

当期純利益又は損失（△）     △2,252 △4.7   662 1.5 
               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △5,370 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

土地再評価差額金取崩額   2,258  

連結子会社減少に伴う増加高   356 2,615 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

当期純損失   2,252 2,252 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     △5,007 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高  
（百万円） 

9,248 － △5,007 △18 4,222 

連結会計年度中の変動額           

新株の発行 5,944 5,944     11,889 

資本金の減少に伴う資本剰余金の増加 △10,177 10,177     － 

欠損填補による資本剰余金取崩   △5,888 5,888   － 

自己株式の取得       △8,653 △8,653 

自己株式の消却   △8,652   8,652 － 

当期純利益     662   662 

土地再評価差額金の取崩による増加高     3   3 

株主資本以外の項目の連結会計年度中

の変動額（純額） 
        － 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△4,232 1,581 6,553 △1 3,900 

平成19年３月31日残高  
（百万円） 

5,016 1,581 1,545 △20 8,123 

  評価・換算差額等 

新株予約権 
少数株主 

持分 
純資産合計 

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算差額

等合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

892 △281 610 － 82 4,916 

連結会計年度中の変動額             

新株の発行           11,889 

資本金の減少に伴う資本剰余金の増加           － 

欠損填補による資本剰余金取崩           － 

自己株式の取得           △8,653 

自己株式の消却           － 

当期純利益           662 

土地再評価差額金の取崩による増加高           3 

株主資本以外の項目の連結会計年度中の

変動額（純額） 
306 △3 303 12 △7 308 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

306 △3 303 12 △7 4,209 

平成19年３月31日残高  
（百万円） 

1,199 △284 914 12 75 9,125 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前当期純利益又は損失
（△） 

  △3,620 761 

減価償却費   309 308 

減損損失   5,704 ― 

連結調整勘定償却額   65 ― 

貸倒引当金の増加額・減少額   133 △214 

退職給付引当金の増加額・減少額   △72 12 

訴訟損失引当金の増加額   ― 132 

受取利息及び受取配当金   △1,776 △585 

支払利息   304 299 

持分法による投資損益   △24 △107 

固定資産売却益   △74 △37 

投資有価証券売却益   △120 △3 

固定資産売・除却損   68 34 

関連事業損失   16 1 

投資有価証券売却損   4 ― 

投資有価証券評価損   0 50 

訴訟関連損失   ― 156 

会社分割関連損失   84 ― 

売上債権の増加額・減少額   △741 464 

たな卸資産の増加額・減少額   198 △1,227 

仕入債務の増加額   471 265 

未払消費税等の増加額・減少額   73 △49 

割引手形の減少額   △555 △125 

その他   △16 260 

小計   431 397 

利息及び配当金の受取額   1,793 594 

利息の支払額   △285 △280 

法人税等の支払額   △286 △112 

訴訟和解金の支払額   ― △156 

その他   △14 4 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,638 447 

 



   
前連結会計年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の払戻による収入   2 20 

有形固定資産の取得による支出   △353 △344 

有形固定資産の売却による収入   345 112 

無形固定資産の取得による支出   △0 △19 

無形固定資産の売却による収入   2 ― 

投資有価証券の取得による支出   △1 △101 

投資有価証券の売却による収入   302 21 

関係会社株式の売却による収入   51 ― 

貸付による支出   △2 △10 

貸付金の回収による収入   121 10 

その他   △3 △13 

投資活動によるキャッシュ・フロー   465 △325 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の増減額   △465 1,176 

長期借入れによる収入   229 252 

長期借入金の返済による支出   △1,966 △1,717 

株式の発行による収入   ― 11,799 

新株予約権の発行による収入   ― 102 

自己株式の取得による支出   ― △8,653 

株券消費貸借取引に伴う担保受入
額 

  108 ― 

株券消費貸借取引に伴う担保返却
額 

  △151 ― 

その他   △0 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △2,247 2,959 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △0 ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（又は
減少額） 

  △142 3,081 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,052 890 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物
の減少額 

  △18 ― 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 890 3,972 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数及び主要な連結子会社名 

連結子会社の数 

 ６社 

主要な連結子会社名 

 御成門第二ビル株式会社 

 泉山興業株式会社 

 従来、連結子会社であった扶桑開発株式会社は平

成18年３月16日に解散し会社清算中であり、当社の

支配力が実質的に及ばないため、また、有限会社古

木産業は平成18年３月30日に清算結了したことによ

り、それぞれ連結の範囲から除外しております。た

だし、各社の当連結会計年度末までの損益計算書及

びキャッシュ・フロー計算書は連結しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数及び主要な連結子会社名 

連結子会社の数 

 ６社 

主要な連結子会社名 

 御成門第二ビル株式会社 

 泉山興業株式会社 

  従来、連結子会社であった住石九州株式会社は平成

18年５月31日に解散、同年８月31日に清算結了したこ

とにより、連結の範囲から除外しております。 

 また、平成18年12月26日付けで、岩手県に住石岩泉

砕石株式会社を設立し、当連結会計年度より採石事業

部門として連結の範囲に含めております。 

(2）主要な非連結子会社名 

なし 

(2）主要な非連結子会社名 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数

及び会社名 

持分法を適用した非連結子会社 

 なし 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数

及び会社名 

持分法を適用した非連結子会社 

 同左 

持分法を適用した関連会社の数 

 ４社 

会社名 

 新居浜コールセンター株式会社 

 泉汽船株式会社 

 株式会社北海道加ト吉 

 ＳＰＳシンテックス株式会社 

 当連結会計年度より、ＳＰＳシンテックス株式会

社については、会社分割後、株式を一部譲渡したこ

とにより関連会社となったため、新たに持分法を適

用した関連会社に含めております。 

持分法を適用した関連会社の数 

 同左 

会社名 

 新居浜コールセンター株式会社 

 泉汽船株式会社 

 株式会社北海道加ト吉 

 ＳＰＳシンテックス株式会社 

(2）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の

会社名 

持分法を適用しない非連結子会社 

 なし 

(2）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の

会社名 

持分法を適用しない非連結子会社 

 同左 

持分法を適用しない関連会社 

 ヰゲタ通商株式会社 

持分法を適用しない関連会社 

 同左 

(3）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社に

ついて、持分法を適用しない理由 

 ヰゲタ通商株式会社は、全体として連結純損益及

び利益剰余金等に与える影響が重要でないと認めら

れるので持分法の適用範囲に含めないこととしまし

た。 

(3）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社に

ついて、持分法を適用しない理由 

  同左 

 



前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しており

ます。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 同左 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基

づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基

づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

 同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

 主として、個別法による原価法、総平均法によ

る原価法及び総平均法による低価法 

③ たな卸資産 

 同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 採石事業部門及び一部の子会社については定額

法、その他の資産は定率法及び定額法を適用してお

ります。  

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備は除く。）については、定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物     ３～50年 

機械装置及び運搬具   ４～８年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 同左 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3）繰延資産の処理方法 

 支出時に全額費用として処理しております。 

(3）繰延資産の処理方法 

同左 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失の発生に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収の可能性

を検討して回収不能見込額を計上しております。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 債務保証損失引当金 

 債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者

の財政状態等を勘案し損失の見積額を計上してお

ります。  

③ 債務保証損失引当金 

同左 

 



前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

  

  

④ 訴訟損失引当金 

 係争中のじん肺訴訟に係る損失に備えるため、そ

の経過等の状況に基づく損失負担見込額を計上して

おります。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務に基づき計上しており

ます。なお、退職給付債務の金額は連結会計年度

末自己都合要支給額としております。 

 また、会計基準変更時差異は、連結財務諸表提

出会社においては一時償却しており、連結子会社

においては15年による按分額を費用処理しており

ます。 

⑤ 退職給付引当金 

 同左 

  

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 外貨建予定取引及び外貨建金銭債権債務につい

ては繰延ヘッジ処理によっており、外貨建その他

有価証券については時価ヘッジ処理によっており

ます。 

 なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権

債務については、振当処理を行っております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 外貨建予定取引及び外貨建金銭債権債務の為替

変動リスクに対して為替予約取引を、また、一部

の外貨建その他有価証券の為替変動リスクに対し

て外貨建借入金をヘッジ手段として用いておりま

す。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 会社が業務遂行上さらされる市場リスクを適切

に管理することにより、リスクの減殺を図ること

を目的にリスクヘッジを行います。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段を直接結びつけてヘッ

ジ有効性を評価いたします。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係る

もの 

 取締役会で承認を得た方針に従い、所管の長は

運営・管理し、６ヶ月に１回モニタリングいたし

ます。 

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係る

もの 

同左 

(7）消費税等の会計処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(7）消費税等の会計処理の方法 

同左 

  

  

(8）連結納税制度の適用 

 当連結会計年度から連結納税制度を適用しており

ます。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法を適用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定は、５年間及び20年間で均等償却して

おります。 

  

  

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分又は損失

処理について連結会計年度中に確定した利益処分又は

損失処理に基づいて作成しております。 

  

  

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。 

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これにより税金等調

整前当期純利益は5,704百万円減少しております。  

 セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載し

ております。 

 なお減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき減価償却累計額に含めて表示し

ております。  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、9,038

百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （連結貸借対照表） 

   従来、所有有価証券を貸株に供し、その担保として

受け入れた金額については流動負債の「その他の流動

負債」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年

度より、担保として受け入れた金額1,431百万円は、

「短期借入金」に含めて表示しております。 

 なお、前連結会計年度において、流動負債の「その

他の流動負債」に含めて表示した金額は、1,249百万

円であります。 

  また、上記に伴い、短期借入金に対応する貸株に

ついては、「注記事項（連結貸借対照表関係）※２．

担保提供資産」において、「投資有価証券」1,770百

万円として記載しております。 

────── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

   従来、所有有価証券を貸株に供し、その担保として

受け入れた金額の増減額は「株券消費貸借取引に伴う

担保受入額」及び「株券消費貸借取引に伴う担保返却

額」にそれぞれ総額表示しておりましたが、当連結会

計年度より「短期借入金の増減額」に含めて表示して

おります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
平成18年３月31日 

当連結会計年度 
平成19年３月31日 

※１ 事業用土地の再評価差額金計上額 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布 法律第34号）に基づき、連結財務諸表提出会社

が、事業用土地の再評価を行っております。 

※１ 事業用土地の再評価差額金計上額 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布 法律第34号）に基づき、連結財務諸表提出会社

が、事業用土地の再評価を行っております。 

再評価を行った年月日   平成10年３月31日 再評価を行った年月日   平成10年３月31日 

同法第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布 政令第119号）第２条第４号によるところ

の地価税の計算のために公表された方法により算定

した価額に合理的な調整を行う方法としたが、一部

については、同条第２号によるところの国土利用計

画法施行令の規定により判定された標準価格に合理

的な調整を行う方法、ないし同条第５号によるとこ

ろの鑑定評価による方法としております。 

 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地

の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事

業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

   ― 百万円 

同法第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布 政令第119号）第２条第４号によるところ

の地価税の計算のために公表された方法により算定

した価額に合理的な調整を行う方法としたが、一部

については、同条第２号によるところの国土利用計

画法施行令の規定により判定された標準価格に合理

的な調整を行う方法、ないし同条第５号によるとこ

ろの鑑定評価による方法としております。 

 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地

の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事

業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

   ― 百万円 

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 

担保提供資産 債務の内容 

区分 
金額 

(百万円) 
区分 

金額 
(百万円)

現金及び預金 6 短期借入金 1,387 

建物及び構築物 669 
一年以内に返済予定
の長期借入金 

1,042 

機械装置及び運搬具 27 長期借入金 1,909 

土地 5,032    

その他の有形固定資産 0    

計 5,736 計 4,339 

担保提供資産 債務の内容 

区分 
金額 

(百万円)
区分 

金額 
(百万円)

建物及び構築物 624 短期借入金 3,712 

機械装置及び運搬具 21 
一年以内に返済予定
の長期借入金 

793 

土地 5,003 長期借入金 1,535 

その他の有形固定資産 0    

投資有価証券 1,770    

計 7,419 計 6,042 

 上記担保提供資産のうち、工場財団抵当に供して

いる資産は、建物及び構築物130百万円、機械装置及

び運搬具27百万円及びその他の有形固定資産0百万円

であります。 

 また、上記債務の内容のうち、工場財団抵当に対

応する債務は、一年以内に返済予定の長期借入金158

百万円であります。 

 上記担保提供資産のうち、工場財団抵当に供して

いる資産は、建物及び構築物118百万円、機械装置及

び運搬具21百万円及びその他の有形固定資産0百万円

であります。 

 また、上記債務の内容のうち、工場財団抵当に対

応する債務は、一年以内に返済予定の長期借入金177

百万円及び長期借入金41百万円であります。 

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券    

株式 831百万円 

投資有価証券    

株式 929百万円 

※４ 投資有価証券のうち、1,519百万円については、貸

株に供しており、その担保として受け入れた金額を

その他の流動負債として、1,249百万円計上しており

ます。 

  

 



前連結会計年度 
平成18年３月31日 

当連結会計年度 
平成19年３月31日 

５ 保証債務 

(1）連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対して次のとおり保証を行っております。 

５ 保証債務 

(1）連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対して次のとおり保証を行っております。 

(2）豪州炭鉱跡地において、現地の法令による採炭地

の環境整備費用の支出に備えるため、現地金融機関

に信用状を開設しております。信用状開設額のう

ち、連結財務諸表提出会社の既支払額を控除した金

額は、1,013百万円であります。 

個人住宅ローン 1,084百万円 

株式会社北海道加ト吉 308  

個人ゴルフ会員権ローン 104 

計 1,497  (2）豪州炭鉱跡地において、現地の法令による採炭地

の環境整備費用の支出に備えるため、現地金融機関

に信用状を開設しております。信用状開設額のう

ち、連結財務諸表提出会社の既支払額を控除した金

額は、1,150百万円であります。 

個人住宅ローン 945百万円 

個人ゴルフ会員権ローン 19 

計 964  

 ６ 受取手形割引高 3,133百万円 

受取手形裏書譲渡高 10 

 ６ 受取手形割引高 3,008百万円 

受取手形裏書譲渡高 31 

   ７ 偶発事象 

 北海道地区における元炭鉱従業員等289名から、じ

ん肺罹患による損害賠償請求（具体的な金額は示さ

れておりません）の申し入れがあり、現在事実関係

を調査しております。 

  

  

   

   

※８ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。 

受取手形 35百万円

支払手形 638百万円

※９ 定期借地権が設定されている土地の価額は2,374百

万円であります。 

※９ 定期借地権が設定されている土地の価額は2,374百

万円であります。 

※10 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。 

※10 同左 

※11 連結財務諸表提出会社における発行済株式総数は

217,048,528 株であり、その内訳は次のとおりであ

ります。 

  

普通株式 174,194,528 株

第一回第二種優先株式 7,140,000 

第一回第三種優先株式 35,714,000 

計 217,048,528 

      

    

    

    

※12 自己株式の保有数 

 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る連結財務諸表提出会社の株式の数（持分に見合う

株数）は、普通株式 113,711株であります。 

  

  



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

※１ 売上原価に算入されている低価基準による評価減

の金額 

 採石事業部門のたな卸資産に関し、低価基準を適

用しております。売上原価に算入した評価減の金額

は３百万円であります。 

※１ 売上原価に算入されている低価基準による評価減

の金額 

 採石事業部門のたな卸資産に関し、低価基準を適

用しております。売上原価に算入した評価減の金額

は２百万円であります。 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

(1）運送費・港頭諸掛等 712百万円 

(2）報酬・給料・賞与 820 

(3）退職給付費用 32 

(4）賃借料 53 

(5）光熱・水道費及び消耗品費 37 

(6）旅費・通信費 143 

(7）減価償却費 61 

(8）連結調整勘定償却額 65 

(9）貸倒引当金繰入額 16 

(1）運送費・港頭諸掛等 697百万円 

(2）報酬・給料・賞与 741 

(3）退職給付費用 36 

(4）賃借料 35 

(5）光熱・水道費及び消耗品費 31 

(6）旅費・通信費 121 

(7）減価償却費 50 

(8）貸倒引当金繰入額 13 

※３ 販売費及び一般管理費及び当期製造費用に含まれ

る研究開発費は16百万円であります。 

※３ 販売費及び一般管理費及び当期製造費用に含まれ

る研究開発費は30百万円であります。 

※４ 前期損益修正益 

   過年度償却済破産債権に係る配当金７百万円が主

なものであります。 

  

  

※５ 固定資産売却益 

   主な内訳は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 26 百万円

機械装置及び運搬具 6 

土地 41 

その他の有形固定資産 0 

※５ 固定資産売却益 

   主な内訳は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 4 百万円

機械装置及び運搬具 29 

土地 3 

※６ 投資有価証券売却益 

   株式に係る売却益120百万円であります。 

※６ 投資有価証券売却益 

   株式に係る売却益3百万円であります。 

※７ 固定資産売・除却損 

   主な内訳は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 12 百万円

機械装置及び運搬具 4 

土地 28 

その他の有形固定資産 11 

無形固定資産 6 

※７ 固定資産売・除却損 

   主な内訳は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 14 百万円

機械装置及び運搬具 1 

土地 19 

その他の有形固定資産 0 

 



前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

※８ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。  

 当社グループは、減損損失の算定に当たり、他の

資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概

ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単

位によって資産のグループ化を行っております。 

 当連結会計年度において、帳簿価額に対し著しく

時価が下落している土地及び遊休資産について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（5,704百万円）として特別損失に計上してお

ります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、不動産鑑定士による不動

産鑑定評価額（ただし、重要性が低いものについて

は固定資産税評価額を基礎にした価額等）により評

価しております  

用途 場所   種類 
減損損失 

（百万円） 

炭鉱跡地 

北海道赤平

市・福岡県

飯塚市他  

土地  3,450 

賃貸ビル 

御成門第二

ビル 

東京都港区 土地  1,543 

定期借地権

付マンショ

ン 

神奈川県中

郡大磯町  
土地  482 

 札幌事業所

（遊休地） 

北海道札幌

市南区  
土地 96 

炭鉱跡地 

遊休資産 

北海道赤平

市 

建物及び構

築物、機械

装置 

60 

遊休地 
佐賀県杵島

郡北方町 

建物及び土

地 
37 

杭打機械 
福岡県福岡

市東区 
機械装置 24 

遊休地 
青森県八戸

市 
 土地 9 

  

  

  

※９ 関連事業損失 

 当期末に連結除外いたしました扶桑開発株式会社

の解散に係る費用であり、主なものは下記のとおり

であります。 

※９ 関連事業損失 

 当期首に連結除外いたしました住石九州株式会社

の解散に係る費用であり、同社の残余財産の分配を

受け清算した費用であります。 

※10 投資有価証券売却損 

 株式に係る売却損であります。 

貸倒引当金繰入 94 百万円

支援損失  16 

  

  

      

    

 



前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

※11 投資有価証券評価損 

 株式に係る評価損であります。 

※11 投資有価証券評価損 

 株式に係る評価損であります。 

※12 たな卸資産評価損 

 石炭事業部門における石炭在庫の評価損でありま

す。 

  

  

  

  

※13 その他投資等評価損 

 出資金に係る評価損であります。 

※14 会社分割関連損失 

 子会社設立のための事業分離時における費用であ

り、主なものは下記のとおりであります。 

  

  

資産評価損 59百万円 

分割に伴う退職金 14 

製品保証費用 9 

    

     

    

    

    

  

  

※15 訴訟関連損失 

 西日本石炭じん肺訴訟に係る損失であります。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権に関する事項 

（注）１．当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

２．当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

３．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

４．当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権の期末日現在の権利行使価額より算出し

ております。 

  
前連結会計年度末株

式数（千株） 

当連結会計年度増加

株式数（千株） 

当連結会計年度減少

株式数（千株） 

当連結会計年度末株

式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 （注）１ 174,194 90,511 ― 264,706 

   第一回二種優先株式 7,140 ― ― 7,140 

   第一回三種優先株式 35,714 ― 20,600 15,114 

合計 217,048 90,511 20,600 286,960 

 自己株式         

   普通株式 （注）２ 113 13 ― 127 

   第一回三種優先株式 ― 20,600 20,600 ― 

合計 113 20,613 20,600 127 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会 

計年度末残高 

（百万円） 

前連結会計

年度末  

当連結 

会計年度増加  

当連結 

会計年度減少  

当連結 

会計年度末  

 提出会社 

（親会社） 

 第一回新株予約権（注）１，２ 普通株式 ― 19,095 19,095 ― ―

 第二回新株予約権（注）１，２ 普通株式 ― 97,452 71,415 26,037 12 

 合計  ― ― 116,548 90,511 26,037 12 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 925百万円 

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△34 

現金及び現金同等物 890 

現金及び預金勘定 3,981百万円 

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△8 

現金及び現金同等物 3,972 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び当期末残高相当額（注） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び当期末残高相当額（注） 

 
取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

当期末残高
相当額 

（百万円）

機械装置及び
運搬具 

236 200 36 

その他の 
有形固定資産 

6 3 3 

無形固定資産 3 3 0 

合計 247 206 40 

 
取得価額 
相当額 

（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

当期末残高
相当額 

（百万円）

機械装置及び
運搬具 

147 97 50 

その他の 
有形固定資産 

3 1 2 

無形固定資産 － － － 

合計 151 98 52 

② 未経過リース料当期末残高相当額（注） ② 未経過リース料当期末残高相当額（注） 

１年内 31百万円 

１年超 8 

計 40 

１年内 18百万円 

１年超 34 

計 52 

（注）取得価額相当額及び未経過リース料当期末残

高相当額は、有形固定資産の当期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

 同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 53百万円 

減価償却費相当額 53 

支払リース料 36百万円 

減価償却費相当額 36 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

 ※ 残余財産分配権のない外貨建の株式2,100百万円が含まれている。 

（注）その他有価証券のうち時価のある株式等の減損については、時価が取得原価に比べて50％程度

以上下落したものについては原則として減損処理を行い、取得原価に対する時価の下落率が30％

以上50％程度未満のものは個別に時価が取得原価まで回復する見込みの有無を検討し、回復可能

性のないものについては減損処理を行うこととしております。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
     

株式 673 1,636 962 

小計 673 1,636 962 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
     

株式 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 673 1,636 962 

売却額（百万円） 298 

売却益の合計額（百万円） 120 

売却損の合計額（百万円） 4 

区分 内容 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券 
株式 

非上場株式※ 
2,393 

合計 2,393 



当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

 ※ 残余財産分配権のない外貨建の株式2,384百万円が含まれている。 

（注）その他有価証券のうち時価のある株式等の減損については、時価が取得原価に比べて50％程度

以上下落したものについては原則として減損処理を行い、取得原価に対する時価の下落率が30％

以上50％程度未満のものは個別に時価が取得原価まで回復する見込みの有無を検討し、回復可能

性のないものについては減損処理を行うこととしております。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
     

株式 673 1,864 1,190 

小計 673 1,864 1,190 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
     

株式 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 673 1,864 1,190 

売却額（百万円） 3 

売却益の合計額（百万円） 3 

売却損の合計額（百万円） ― 

区分 内容 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券 
株式 

非上場株式※ 
2,718 

合計 2,718 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

 連結財務諸表提出会社は、外貨建借入金の元本返済及び利息支払について円貨によるキャッシュフローを

確定させるため借入れ実行時に為替予約を付しております。また、通常の取引過程における輸入取引の為替

相場の変動によるリスクを軽減するため為替予約を付しており、投機的な取引及び短期的な売買損益を得る

取引は行っておりません。従って、為替相場の変動によるリスクはほとんどないものと判断しております。

 また、デリバティブ取引の実行及び管理は社内規程に基づき経理部で行っており、社債の発行及び多額の

借入金等は取締役会の専決事項であり、これに伴う為替予約の締結等は同時に取締役会で決定されておりま

す。 

 なお、当グループでは連結財務諸表提出会社以外にデリバティブ取引を行っている子会社はありません。

２ 取引の時価等に関する事項 

ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

 連結財務諸表提出会社は、外貨建借入金の元本返済及び利息支払について円貨によるキャッシュフローを

確定させるため借入れ実行時に為替予約を付しております。また、通常の取引過程における輸入取引の為替

相場の変動によるリスクを軽減するため為替予約を付しており、投機的な取引及び短期的な売買損益を得る

取引は行っておりません。従って、為替相場の変動によるリスクはほとんどないものと判断しております。

 また、デリバティブ取引の実行及び管理は社内規程に基づき管理部で行っており、社債の発行及び多額の

借入金等は取締役会の専決事項であり、これに伴う為替予約の締結等は同時に取締役会で決定されておりま

す。 

 なお、当グループでは連結財務諸表提出会社以外にデリバティブ取引を行っている子会社はありません。

２ 取引の時価等に関する事項 

同上 



（退職給付関係） 

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは退職一時金制度を設けております。 

 なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは退職一時金制度を設けております。 

 なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（平成18年３月31日現在） 

２ 退職給付債務に関する事項 

（平成19年３月31日現在） 

（単位：百万円）

イ 退職給付債務 △429 

ロ 年金資産 － 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △429 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 21 

ホ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ） △408 

ヘ 退職給付引当金 △408 

（単位：百万円）

イ 退職給付債務 △439 

ロ 年金資産 － 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △439 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 18 

ホ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ） △420 

ヘ 退職給付引当金 △420 

３ 退職給付費用に関する事項 

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

３ 退職給付費用に関する事項 

（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（単位：百万円）

イ 勤務費用 43 

ロ 会計基準変更時差異の費用処理額 9 

ハ 退職給付費用（イ＋ロ） 52 

 （注）上記退職給付費用以外に、退職金23百万円を支

払っており、一般管理費（８百万円）及び特別損

失（14百万円）にそれぞれ計上しております。 

（単位：百万円）

イ 勤務費用 54 

ロ 会計基準変更時差異の費用処理額 2 

ハ 退職給付費用（イ＋ロ） 56 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  会計基準変更時差異の処理年数 15年   会計基準変更時差異の処理年数 15年 

（注）連結財務諸表提出会社は会計基準変更時差異を

過年度に一時償却しております。 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１ 繰延税金資産、繰延税金負債及び再評価に係る繰延

税金負債の発生の主な原因別の内訳 

１ 繰延税金資産、繰延税金負債及び再評価に係る繰延

税金負債の発生の主な原因別の内訳 

平成18年３月31日 

主な原因 
金額 

（百万円）

（繰延税金資産）  

貸倒引当金損金算入限度超過額 51 

退職給付引当金損金算入限度超過額 150 

定期借地権付土地評価損税務否認額 124 

減損損失税務否認額 1,384 

税務上の繰越欠損金 9,093 

その他 109 

小計 10,914 

評価性引当額 △10,289 

繰延税金資産合計 625 

（繰延税金負債）  

除斥期間満了未払配当金 △4 

その他有価証券評価差額金 △594 

小計 △598 

繰延税金資産の純額 26 

（再評価に係る繰延税金負債）  

土地再評価差額金 403 
   

平成19年３月31日 

主な原因 
金額 

（百万円）

（繰延税金資産）  

貸倒引当金損金算入限度超過額 88 

退職給付引当金税務否認額 155 

定期借地権付土地評価損税務否認額 124 

減損損失税務否認額 1,364 

税務上の繰越欠損金 8,805 

訴訟損失引当金税務否認額 52 

その他 91 

小計 10,682 

評価性引当額 △10,057 

繰延税金資産合計 625 

（繰延税金負債）  

除斥期間満了未払配当金 △3 

その他有価証券評価差額金 △799 

小計 △802 

繰延税金資産の純額 △177 

（再評価に係る繰延税金負債）  

土地再評価差額金 400 
   

（注）当連結会計年度末における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれており

ます。 

（注）当連結会計年度末における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれており

ます。 

流動資産―繰延税金資産 625百万円 

固定資産―繰延税金資産 ― 

固定負債―繰延税金負債 △598 

固定負債―再評価に係る

繰延税金負債 
△403 

流動資産―繰延税金資産 625百万円 

固定資産―繰延税金資産 ― 

固定負債―繰延税金負債 △802 

固定負債―再評価に係る

繰延税金負債 
△400 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  当期純損失のため記載を省略しております。 

   

平成19年３月31日 

主な項目 率（％） 

法定実効税率 40.6 

（調整）  

一時差異に該当しない申告調整項目 △2.8 

評価性引当額 △34.4 

住民税均等割等 12.4 

その他 △1.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 14.0 
   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業の種類の区分方法 

内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分に属する主要な製品の名称又は事業の内容等 

(1）石炭事業部門…………石炭の仕入れ及び販売 

(2）新素材事業部門………工業用人工ダイヤモンド、放電プラズマ焼結機の製造及び販売等 

(3）採石事業部門…………砕石の採取、加工及び販売 

(4）建材・機材事業部門…セメント、生コンクリート、ＡＬＣ等の各種建材並びに建設・運搬用機材、その他

産業用各種機材の仕入れ及び販売 

(5）その他の部門…………土木・建築工事の請負、貨物の輸送等、ビル賃貸・管理 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は560百万円であり、その主なもの

は、連結財務諸表提出会社の管理部門及び全社資産に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は11,086百万円であり、その主なものは、連結財

務諸表提出会社の現金及び預金、有価証券並びに管理部門に係る資産であります。 

５ 営業費用には、「長期前払費用」及び「繰延資産」の償却費が含まれており、これにより資本的支出は「長

期前払費用」を含めて表示しております。 

６ 事業区分の方法の変更 

  従来、「石炭事業」「新素材事業」「採石事業」「建材・機材事業」「土木・建築事業」「不動産事業」

「流通事業」「その他」の８事業に区分しておりましたが、前連結会計年度に一部関係会社の経営を譲渡した

ことにより重要性が低下したため、当連結会計年度より「土木・建築事業」「不動産事業」の事業区分を「そ

の他」に含めて表示しております。 

 
石    炭 
事業部門 
(百万円) 

新素材 
事業部門 
(百万円) 

採    石 
事業部門 
(百万円) 

建材・機材 
事業部門 
(百万円) 

その他 
の部門 

(百万円) 

計 
  

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益                

売上高                

(1）外部顧客に対する

売上高 
24,882 731 1,792 17,174 3,028 47,610 ― 47,610 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

― ― 68 20 90 179 (179) ― 

計 24,882 731 1,861 17,195 3,118 47,789 (179) 47,610 

営業費用 24,261 527 1,633 17,038 3,124 46,586 363 46,949 

営業利益（損失△） 621 204 227 156 (6) 1,203 (542) 661 

Ⅱ 資産、減価償却

費、減損損失及び

資本的支出 

               

資産 3,133 751 2,656 7,510 4,802 18,854 7,695 26,549 

減価償却費 9 44 110 15 70 250 58 309 

減損損失 ― ― 105 24 1,283 1,413 4,291 5,704 

資本的支出 ― ― 121 80 121 323 117 440 



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１ 事業の種類の区分方法 

内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分に属する主要な製品の名称又は事業の内容等 

(1）石炭事業部門…………石炭の仕入れ及び販売 

(2）新素材事業部門………工業用人工ダイヤモンドの製造及び販売 

(3）採石事業部門…………砕石の採取、加工及び販売 

(4）建材・機材事業部門…セメント、生コンクリート、ＡＬＣ等の各種建材並びに建設・運搬用機材、その他

産業用各種機材の仕入れ及び販売 

(5）その他の部門…………貨物の輸送、ビル賃貸・管理 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は606百万円であり、その主なもの

は、連結財務諸表提出会社の管理部門及び全社資産に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は15,068百万円であり、その主なものは、連結財

務諸表提出会社の現金及び預金、有価証券並びに管理部門に係る資産であります。 

５ 営業費用には、「長期前払費用」及び「繰延資産」の償却費が含まれており、これにより資本的支出は「長

期前払費用」を含めて表示しております。 

 
石    炭 
事業部門 
(百万円) 

新素材 
事業部門 
(百万円) 

採    石 
事業部門 
(百万円) 

建材・機材 
事業部門 
(百万円) 

その他 
の部門 

(百万円) 

計 
  

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益                

売上高                

(1）外部顧客に対する

売上高 
22,427 650 1,711 17,217 1,517 43,524 ― 43,524 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

― ― 90 ― 202 293 (293) ― 

計 22,427 650 1,802 17,217 1,720 43,818 (293) 43,524 

営業費用 21,902 382 1,581 17,013 1,551 42,431 312 42,743 

営業利益（損失△） 525 268 221 203 168 1,387 (606) 781 

Ⅱ 資産、減価償却

費、減損損失及び

資本的支出 

               

資産 4,817 774 2,549 6,949 4,975 20,067 11,575 31,642 

減価償却費 8 45 116 1 90 261 47 308 

減損損失 ― ― ― ― ― ― ― ― 

資本的支出 ― 51 57 ― 50 159 194 353 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

本邦の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 同上 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  同上 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

子会社等 

取引条件ないし取引条件の決定基準等 

 同社の借入金に対して債務保証したものであります。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

属性 
会社名 
住所 

資本金 
（百万円）

事業の内容 
議決権等の 
所有割合 

関係内容 

役員の兼務等 事業上の関係 

関連会社 

株式会社 

北海道加ト吉 

北海道赤平市 

100 
冷凍食品の 

製造及び販売 
直接 50％ 兼任 １名 なし 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

債務保証 308 ― ― 



（１株当たり情報） 

１． １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 ２． １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１株当たり純資産額 △58.39 円

１株当たり当期純損失金額 13.15 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。  

１株当たり純資産額 4.72 円

１株当たり当期純利益金額 3.24 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
1.91 

 
前連結会計年度末 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） ― 9,125 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
― 7,876 

（うち新株予約権） (―) (12) 

（うち少数株主持分） (―) (75) 

（うち優先株式残余財産分配額） (―) (7,788) 

普通株式に係る純資産額（百万円） ― 1,249 

普通株式の発行済株式数（千株） ― 264,706 

普通株式の自己株式数（千株） ― 127 

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数（千株） ― 264,578 

 
前連結会計年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額     

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △2,252 662 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △2,252 662 

普通株式の期中平均株式数（千株） 171,334 204,293 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた 

普通株式増加数の内訳 

普通株式増加数（千株） 

（うち優先株式） 

（うち新株予約権の行使） 

― 

― 

 （―） 

 （―） 

― 

141,499 

(129,815) 

(11,684) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

第一回第二種優先株式 

7,140,000株 

第一回第三種優先株式 

35,714,000株 

―  



（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 平成18年6月29日開催の当社定時株主総会及び同日開催の当社取締役会において、第三者割当てにより下記内

容の第1回新株予約権及び第2回新株予約権（以下「本新株予約権」と総称する。）を発行することを決議しまし

た。また同日付で、当社は優先株主である株式会社三井住友銀行との間で下記内容の「優先株式売買基本合意

書」を締結しました。これらの概要は次の通りであります。 

１． 本新株予約権発行の目的 

 将来の優先株式の取得、消却に備えるため本新株予約権をゴールドマン・サックス証券会社東京支店を割当

先として発行し、これが行使されることによる資本調達を行うものです。本新株予約権が全て行使された場

合、調達金額総額は約150億円となります。 

 

２． 本新株予約権の発行概要  

(1) 本新株予約権の発行総額（払込金額の総額） 

   第1回新株予約権  金 54,000,000円 

   第2回新株予約権  金 48,000,000円 

   合計              金 102,000,000円 

(2) 割当日        平成18年7月7日 

(3) 払込期日       平成18年7月7日 

(4) 本新株予約権の目的である株式の種類及び数  

 本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各本新株予約権の行使により当社が当社普通株

式を新たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を処分（以下当社普通株式の発行又は処分を「交

付」という。）する数は、10,000,000円を行使価額（以下に定義する。）で除した数とし、1株未満の端数は

切り捨てる（以下「割当株式数」という。）。本新株予約権の目的である株式の総数は、割当株式数に本新株

予約権の総数を乗じた数とする。 

(5) 本新株予約権の総数  

   第1回新株予約権    300個 

   第2回新株予約権   1,200個 

   合計               1,500個 

(6) 各本新株予約権の払込金額 

      第1回新株予約権   1個あたり金 180,000円 

      第2回新株予約権   1個あたり金  40,000円 

(7) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法 

① 各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額（以下に定義する。）に割当株式数を

乗じた額とする。 

② 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株あたりの払込金額（以下

「行使価額」という。）は、次の通りとする。 

      第1回新株予約権   当初金207円 

      第2回新株予約権   当初金234円 

(8) 行使価額の修正 

① 第1回新株予約権 

 本新株予約権の割当日後、平成18年7月28日以降、行使価額は、毎月第4金曜日（以下本①において「修正

日」という。）の翌取引日以降、修正日まで（当日を含む。）の5連続取引日（但し、終値（以下に定義す

る。）のない日は除き、修正日が取引日でない場合には、修正日の直前の取引日までの5連続取引日とする。 



以下本①及び下記③において「時価算定期間」という。）の各取引日の株式会社東京証券取引所における当社

普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）の平均値に相当する金額（円位未満小数第2位まで算出

し、小数第2位を切り捨てる。）の90％に相当する金額（円位未満小数第2位まで算出し、小数第2位を切り捨

てる。以下本①及び下記③において「修正後行使価額」という。）に修正される。 

② 第2回新株予約権 

  本新株予約権の割当日後、平成18年7月28日及び同年8月25日以降の毎月第4金曜日（以下本②においてそれ

ぞれ「修正日」という。）の翌取引日以降、行使価額は、修正日まで(当日を含む。)の5連続取引日（但し、

終値のない日は除き、修正日が取引日でない場合には、修正日の直前の取引日までの5連続取引日とする。以

下本②及び下記③においてそれぞれ「時価算定期間」という。）の各取引日の終値の平均値に相当する金額

（円位未満小数第2位まで算出し、小数第2位を切り捨てる。）の110％（平成18年7月28日が修正日である場

合）又は90％（同年8月25日以降の毎月第4金曜日が修正日である場合）に相当する金額（円位未満小数第2位

まで算出し、小数第2位を切り捨てる。以下本②及び下記③においてそれぞれ「修正後行使価額」という。）

に修正される。 

③ 第1回新株予約権及び第2回新株予約権に共通の事項 

 上記①及び②の算出の結果、修正後行使価額が90円（以下本③において「下限行使価額」という。但し、下

記(9)による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とし、修正後行使価額が360

円（以下本③において「上限行使価額」という。但し、下記(9)による調整を受ける。）を上回る場合には、

修正後行使価額は上限行使価額とする。なお、時価算定期間内に、下記(9)で定める行使価額の調整事由が生

じた場合には、修正後行使価額は、本新株予約権の要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。 

(9) 行使価額の調整 

 当社は、本新株予約権の割当日後、時価を下回る価額を募集株式の払込金額としてその発行する当社普通株

式又はその処分する当社の有する当社普通株式を引き受ける者の募集をする場合は、次に定める算式により行

使価額を調整する。 

 また、行使価額は、当社普通株式の分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）もしくは併合又は時価を下

回る価額をもって当社普通株式の交付と引換えに取得される証券もしくは取得させることができる証券又は当

社普通株式の交付を受けることができる新株予約権の交付と引換えに取得される証券もしくは取得させること

ができる証券、又は行使することにより当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む。）を発行する場合等にも適宜調整される。 

(10) 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における払込金額の総額 

    第1回新株予約権     金  3,053,988,900円 

    第2回新株予約権     金 12,047,988,000円 

       合計                金 15,101,976,900円 

(11) 本新株予約権を行使することができる期間 

  平成18年7月10日から平成20年７月9日までとする。 

(12) 本新株予約権の行使の条件 

 各本新株予約権の一部行使はできない。 

(13) 本新株予約権の取得条項 

 当社は、当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の割当日以降、会社法第273条の規定に従って公告

又は通知し、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個あたり下記の価額で、残存する本新株予約権

の全部又は一部を取得することができる。一部を取得する場合には、当社取締役会決議に基づき、抽選その他

の合理的な方法により行うものとする。 

    第1回新株予約権   1個あたり金 50,000円 

       第2回新株予約権   1個あたり金 10,000円 

(14) 本新株予約権の譲渡制限 

 本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

       
既発行 

株式数 
＋

 発行・ 

処分株式数 
×

１株当たり 

の払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

    時   価 

既発行株式数 ＋ 発行・処分株式数 



(15) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第1項

に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り上げるものとする。 

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限

度額から前号に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

３．優先株式売買基本合意書の概要 

(1)対象優先株式  第一回第三種優先株式 

(2)買受株式数    

     35,714千株（第一回第三種優先株式の全部）を上限として、本新株予約権の行使状況を踏まえ別途合意 

(3)売買金額  1株当り420円 

(4)買受日    平成19年6月に開催される当社定時株主総会の前営業日までの間で別途合意する日  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．新株予約権の行使による増資  

 当連結会計年度終了後、平成19年４月１日から同年５月30日までに残存する第二回新株予約権の全部（320

個）について権利行使がありました。当該新株予約権の権利行使の概要は次のとおりであります。 

  (1)増加した株式の種類及び数   普通株式 29,723,890株 

  (2)増加した資本金             1,606百万円 

  (3)増加した資本準備金           1,606百万円 

 これにより、平成19年５月30日現在の普通株式の発行済株式総数は294,429,958株、資本金は6,622百万円、資

本準備金は3,187百万円となりました。 

２．資本金及び資本準備金の減少と自己株式の取得 

 平成19年５月30日開催の当社取締役会及び平成19年６月28日開催の当社定時株主総会において、残存する第一

回第三種優先株式の全部を消却するために、資本金及び資本準備金の減少、並びに自己株式（第一回第三種優先

株式）の取得を行うことを決議しました。また平成19年５月30日付で、優先株主である株式会社三井住友銀行と

の間で「優先株式売買基本合意書」を締結しました。これらの概要は次のとおりであります。 

 1.資本金の減少 

  (1)減少する資本金の額       3,160,194,005円 

  (2)資本金減少が効力を生ずる日   平成19年７月９日 

  (3)資本減少の方法         発行済株式総数の変更は行わず、資本の額のみを無償で減少する 

 2.資本準備金の減少 

  (1)減少する資本準備金の額     3,187,685,995円 

  (2)資本準備金減少が効力を生ずる日 平成19年７月９日 

 3.自己株式の取得 

  (1)取得する株式の種類及び数    第一回第三種優先株式 15,114,000株 

  (2)株式を取得するのと引換えに交付する金銭の総額  総額金6,347,880,000円 

  (3)株式を取得することができる期間 平成19年７月９日より平成20年７月８日まで 

 4.自己株式取得のための優先株式売買基本合意書の概要 

  (1)対象優先株式          第一回第三種優先株式 

  (2)買受株式数           15,114,000株 

  (3)売買金額            1株当り420円 

  (4)買受日             平成19年７月末までのいずれかの日  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 従来、所有有価証券を貸株に供し、その担保として受け入れた金額については「その他の有利子負債」に記

載しておりましたが、当連結会計年度より、担保として受け入れた金額1,431百万円は、「短期借入金」に含

めて表示しております。 

３ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

(2）【その他】 

 訴訟    

1) 元当社経営の炭鉱等で就労し、じん肺に罹患したとして、元炭鉱従業員等から労働契約に基づく安全配慮 

     義務違反等による損害賠償を求めた次の集団訴訟を提起されております。 

      札幌地方裁判所における石炭じん肺訴訟 

    原告数       23名（当社関係原告のみ） 

    損害賠償請求額   総額 793,500千円並びに附帯する遅延損害金 

                （他被告と連帯債務にある請求分を含む） 

2) 訴訟には至っておりませんが、北海道地区における元炭鉱従業員等289名から、じん肺罹患による損害賠償

請求（具体的な金額は示されておりません）の申し入れがあり、現在事実関係を調査しております。 

区分 
前連結会計 
年度末残高 
（百万円） 

当連結会計 
年度末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 4,606 7,031 2.363 ― 

一年以内に返済予定の長期借入金 1,815 2,015 2.855 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 5,256 3,591 3.016 平成25年3月31日

その他の有利子負債（貸株による担保預り金） 1,249 ― ― ― 

合計 12,926 12,638 2.627 ― 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 1,297 1,061 556 425 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

平成18年３月31日 
当事業年度 

平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資産の部              

Ⅰ 流動資産              

現金及び預金     548     3,633  

受取手形 ※９   2,128     1,645  

売掛金     3,355     3,906  

商品     1,565     2,368  

製品     67     74  

原材料     22     23  

仕掛品     78     97  

未成工事支出金     595     1,001  

貯蔵品     2     2  

前渡金     37     147  

前払費用     120     104  

繰延税金資産     625     625  

短期貸付金     160     20  

その他     64     109  

貸倒引当金     △294     △41  

流動資産合計     9,079 37.2   13,718 46.4 

Ⅱ 固定資産              

有形固定資産              

建物 ※２ 765     786    

減価償却累計額 ※12 418 346   438 348  

構築物 ※２ 896     902    

減価償却累計額 ※12 569 326   595 307  

機械及び装置 ※２ 1,126     1,136    

減価償却累計額 ※12 953 173   992 143  

車両運搬具 ※２ 64     65    

減価償却累計額 ※12 36 28   41 23  

工具器具備品 ※２ 179     236    

減価償却累計額 ※12 160 19   178 58  

土地 
※１ 
※２ 

  5,478     5,557  

有形固定資産合計     6,372 26.1   6,438 21.8 

 



   
前事業年度 

平成18年３月31日 
当事業年度 

平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

無形固定資産              

鉱業権     2     19  

ソフトウェア     65     44  

その他     7     8  

無形固定資産合計     74 0.3   71 0.2 

投資その他の資産              

投資有価証券 
※２ 
※５ 

  3,995     4,552  

関係会社株式     362     320  

出資金     41     1  

長期貸付金     23     15  

関係会社長期貸付金     8,456     8,386  

破産債権、更生債権
その他これらに準ず
る債権 

    570     447  

長期前払費用     15     13  

その他     275     260  

貸倒引当金     △4,836     △4,645  

投資その他の資産合計     8,904 36.4   9,351 31.6 

固定資産合計     15,350 62.8   15,861 53.6 

資産合計     24,430 100.0   29,579 100.0 

               
 



   
前事業年度 

平成18年３月31日 
当事業年度 

平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

負債の部              

Ⅰ 流動負債              

支払手形 ※９   2,513     2,961  

買掛金     3,302     3,163  

短期借入金 ※２   4,506     6,931  

一年以内に返済予定の
長期借入金 

※２   1,731     1,915  

未払金     95     33  

未払費用     96     94  

未払法人税等     36     16  

未払事業所税     1     1  

前受金     339     797  

預り金 ※５   1,269     300  

前受収益     29     17  

賞与引当金     30     33  

債務保証損失引当金     18     15  

訴訟損失引当金     ―     132  

その他     77     22  

流動負債合計     14,047 57.5   16,435 55.6 

Ⅱ 固定負債              

長期借入金 ※２   4,896     3,275  

繰延税金負債     594     798  

再評価に係る繰延税金
負債 

    403     400  

退職給付引当金     287     291  

長期未払金     15     12  

長期預り金     225     246  

固定負債合計     6,421 26.3   5,025 17.0 

負債合計     20,468 83.8   21,460 72.6 

               

資本の部              

Ⅰ 資本金 ※３   9,248 37.9   ― ― 

Ⅱ 利益剰余金              

当期未処理損失     5,888     ―  

利益剰余金合計     △5,888 △24.1   ― ― 

Ⅲ 土地再評価差額金     △281 △1.2   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    885 3.6   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※４   △3 △0.0   ― ― 

資本合計     3,961 16.2   ― ― 

負債及び資本合計     24,430 100.0   ― ― 

               
 



   
前事業年度 

平成18年３月31日 
当事業年度 

平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

純資産の部               

Ⅰ 株主資本               

資本金     － －   5,016 17.0 

資本剰余金               

資本準備金   －     1,581   5.3 

資本剰余金合計      － －   1,581 5.3 

利益剰余金               

その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     605   2.0 

利益剰余金合計      － －   605 2.0 

自己株式     － －   △4 △0.0 

株主資本合計      － －   7,197 24.3 

Ⅱ 評価・換算差額等               

その他有価証券評価差額金     － －   1,193 4.1 

土地再評価差額金     － －   △284 △1.0 

評価・換算差額等合計      － －   908 3.1 

Ⅲ 新株予約権     － －   12 0.0 

純資産合計      － －   8,119 27.4 

負債純資産合計      － －   29,579 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高              

商品売上高   41,899     39,418    

製品売上高   1,272     1,190    

その他の売上高   631 43,803 100.0 562 41,171 100.0 

Ⅱ 売上原価              

商品期首たな卸高   1,547     1,565    

製品期首たな卸高   115     67    

当期商品仕入高   40,124     38,523    

当期製品製造原価   632     567    

計   42,420     40,724    

他勘定振替高 ※１ 17     1    

商品期末たな卸高   1,565     2,368    

製品期末たな卸高   67     74    

その他の売上原価   449 41,218 94.1 362 38,642 93.9 

売上総利益     2,584 5.9   2,529 6.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   2,002 4.6   1,943 4.7 

営業利益     582 1.3   585 1.4 

Ⅳ 営業外収益              

受取利息 ※15 128     94    

受取配当金   1,788     589    

その他   283 2,199 5.0 283 967 2.4 

Ⅴ 営業外費用              

支払利息   285     289    

その他   306 592 1.3 365 655 1.6 

経常利益     2,189 5.0   897 2.2 

 



   
前事業年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益              

固定資産売却益 ※３ 67     21    

投資有価証券売却益 ※４ 117     0    

貸倒引当金戻入額   ―     162    

その他   19 205 0.4 5 189 0.4 

Ⅶ 特別損失              

前期損益修正損   ―     9    

固定資産売却損 ※５ 14     19    

固定資産除却損 ※６ 20     12    

減損損失 ※７ 4,089     ―    

関連事業損失 ※８ 2,924     1    

投資有価証券売却損 ※９ 4     ―    

投資有価証券評価損 ※10 0     50    

その他投資等評価損 ※11 ―     39    

たな卸資産評価損 ※12 9     ―    

訴訟関連損失 ※13 ―     156    

訴訟損失引当金繰入額   ―     132    

会社分割関連損失 ※14 87     ―    

その他   ― 7,150 16.3 6 428 1.0 

税引前当期純利益又は
純損失（△） 

    △4,756 △10.9   659 1.6 

法人税、住民税及び事
業税 

  274     61    

法人税等調整額   △1,548 △1,274 △3.0 △3 57 0.1 

当期純利益又は純損失
（△） 

    △3,481 △7.9   601 1.5 

前期繰越損失     3,788     ―  

土地再評価差額金取崩
額 

    1,381     ―  

当期未処理損失     5,888     ―  

               



製品製造原価明細表 

 （注） 原価計算方法は事業所ごとに単純総合原価計算を採用しております。 

その他の売上原価明細表 

   
前事業年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 物品費     212 33.4   210 35.8 

Ⅱ 労務費     150 23.8   131 22.4 

Ⅲ 経費              

１ 経費 
（うち外注費） 

  
191 
(36) 

   
168 
(14) 

   

２ 減価償却費   79 271 42.8 77 245 41.8 

当期総製造費用     634 100.0   588 100.0 

期首仕掛品たな卸高     76     78  

他勘定振替高     ―     1  

期末仕掛品たな卸高     78     97  

当期製品製造原価     632     567  

               

   
前事業年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 物品費     － －   － － 

Ⅱ 経費              

１ 経費 
（うち外注費） 

  
449 
(―) 

   
362 
(―) 

   

２ 減価償却費   ― 449 100.0 ― 362 100.0 

その他の売上原価     449 100.0   362 100.0 

               



③【損失処理計算書及び株主資本等変動計算書】 

損失処理計算書 

   
前事業年度 

平成18年６月29日 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処理損失     5,888 

Ⅱ 次期繰越損失     5,888 

       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益剰
余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

9,248 － － － △5,888 △5,888 △3 3,357 

事業年度中の変動額                

新株の発行 5,944 5,944   5,944       11,889 

資本金及び資本準備金の減少に
伴うその他資本剰余金の増加 

△10,177 △4,363 14,540 10,177       － 

欠損填補による資本剰余金取崩     △5,888 △5,888 5,888 5,888   － 

自己株式の取得              △8,653 △8,653 

自己株式の消却     △8,652 △8,652     8,652 － 

当期純利益         601 601   601 

土地再評価差額金の取崩による
増加高 

        3 3   3 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

                

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△4,232 1,581 － 1,581 6,493 6,493 △1 3,840 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

5,016 1,581 － 1,581 605 605 △4 7,197 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

885 △281 603 － 3,961 

事業年度中の変動額          

新株の発行         11,889 

資本金及び資本準備金の減少に
伴うその他資本剰余金の増加 

        － 

欠損填補による資本剰余金取崩         － 

自己株式の取得          △8,653 

自己株式の消却         － 

当期純利益         601 

土地再評価差額金の取崩による
増加高 

        3 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

308 △3 304 12 317 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

308 △3 304 12 4,158 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,193 △284 908 12 8,119 



重要な会計方針 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

同左 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

 時価法 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

 同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）商品 

総平均法による原価法 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）商品 

  同左 

(2）製品 

採石事業部門の製品 

総平均法による低価法 

(2）製品 

採石事業部門の製品 

同左 

その他の製品 

総平均法による原価法 

その他の製品 

同左 

(3）原材料 

総平均法による原価法 

(3）原材料 

同左 

(4）仕掛品 

 総平均法による原価法 

(4）仕掛品 

同左  

(5）未成工事支出金 

個別法による原価法 

(5）未成工事支出金 

同左 

(6）貯蔵品 

後入先出法による原価法 

(6）貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

採石事業部門の資産 

定額法 

同左 

  

上記以外の資産 

 定額法及び定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

（建物付属設備は除く。）については、定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物     ３～50年 

機械装置及び運搬具   ４～８年 

  

  

  

  

  

  

 



前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

(2）無形固定資産 

鉱業権 

生産高比例法 

上記以外の資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(3）長期前払費用 

均等額償却 

(3）長期前払費用 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 

 支出時に全額費用として処理しております。 

５ 繰延資産の処理方法 

同左 

６ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失の発生に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し

て回収不能見込額を計上しております。 

６ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）債務保証損失引当金 

 債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の

財政状態等を勘案し、損失の見積額を計上しており

ます。 

(3）債務保証損失引当金 

同左 

  

  

(4）訴訟損失引当金 

 係争中のじん肺訴訟に係る損失に備えるため、そ

の経過等の状況に基づく損失負担見込額を計上して

おります。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務に基づき計上しております。なお、退

職給付債務の金額は、期末自己都合要支給額として

おります。 

 また、会計基準変更時差異及び数理計算上の差異

は一時償却しております。 

(5）退職給付引当金 

 同左 

  

７ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

７ リース取引の処理方法 

同左 

 



前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

８ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 外貨建予定取引及び外貨建金銭債権債務について

は繰延ヘッジ処理によっており、外貨建その他有価

証券については時価ヘッジ処理によっております。 

 なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債

務については振当処理を行っております。 

８ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 外貨建予定取引及び外貨建金銭債権債務の為替変

動リスクに対して為替予約取引を、また、一部の外

貨建その他有価証券の為替変動リスクに対して外貨

建借入金をヘッジ手段として用いております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3）ヘッジ方針 

 会社が業務遂行上さらされる市場リスクを適切に

管理することにより、リスクの減殺を図ることを目

的にリスクヘッジを行います。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段を直接結びつけてヘッジ

有効性を評価いたします。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(5）その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るも

の 

 取締役会で承認を得た方針に従い、所管の長は運

営・管理し、６ヶ月に１回モニタリングいたしま

す。 

(5）その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るも

の 

同左 

９ 消費税等の会計処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

９ 消費税等の会計処理の方法 

同左 

  

  

10 連結納税制度の適用 

当事業年度から連結納税制度を適用しておりま

す。  



会計処理方法の変更 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより税引前当期純

利益は4,089百万円減少しております。なお減損損失

累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づ

き減価償却累計額に含めて表示しております。 

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、8,106

百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

表示方法の変更 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

────── （貸借対照表） 

   従来、所有有価証券を貸株に供し、その担保として

受け入れた金額については流動負債の「預り金」に含

めて表示しておりましたが、当事業年度より、担保と

して受け入れた金額1,431百万円は、「短期借入金」に

含めて表示しております。 

 なお、前事業年度において、流動負債の「預り金」

に含めて表示した金額は、1,249百万円であります。 

  また、上記に伴い、短期借入金に対応する貸株につ

いては、「注記事項（貸借対照表関係）※２．担保提

供資産」において、「投資有価証券」1,770百万円とし

て記載しております。 

────── （損益計算書） 

  前期に特別利益の「その他」に含めて表示しており

ました「貸倒引当金戻入額」は、今期、特別利益の総

額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

  なお、前期における「貸倒引当金戻入額」の金額は2

百万円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
平成18年３月31日 

当事業年度 
平成19年３月31日 

※１ 事業用土地の再評価差額金計上額 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布 法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を

行っております。 

再評価を行った年月日   平成10年３月31日 

同法第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布 政令第119号）第２条第４号によるところ

の地価税の計算のために公表された方法により算定

した価額に合理的な調整を行う方法としたが、一部

については、同条第２号によるところの国土利用計

画法施行令の規定により判定された標準価格に合理

的な調整を行う方法、ないし、同条第５号によると

ころの鑑定評価による方法としております。 

 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地

の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の

再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

  ― 百万円 

※１ 事業用土地の再評価差額金計上額 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布 法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を

行っております。 

再評価を行った年月日   平成10年３月31日 

同法第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布 政令第119号）第２条第４号によるところ

の地価税の計算のために公表された方法により算定

した価額に合理的な調整を行う方法としたが、一部

については、同条第２号によるところの国土利用計

画法施行令の規定により判定された標準価格に合理

的な調整を行う方法、ないし、同条第５号によると

ころの鑑定評価による方法としております。 

 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地

の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の

再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

  ― 百万円 

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 

担保提供資産 債務の内容 

区分 
金額 

(百万円) 
区分 

金額 
(百万円)

建物 154 短期借入金 1,387

構築物 97 
一年以内に返済予定
の長期借入金 

364

機械及び装置 27 長期借入金 145

車両運搬具 0    

工具器具備品 0    

土地 1,659    

計 1,938 計 1,897 

担保提供資産 債務の内容 

区分 
金額 

(百万円)
区分 

金額 
(百万円)

建物 141 短期借入金 3,712

構築物 88 
一年以内に返済予定
の長期借入金 

693

機械及び装置 21 長期借入金 238

車両運搬具 0    

工具器具備品 0    

土地 1,629    

投資有価証券 1,770    

計 3,651 計 4,644 

 上記担保提供資産のうち、工場財団抵当に供して

いる資産は、建物33百万円、構築物97百万円、機械

及び装置27百万円、車両運搬具0百万円、工具器具備

品0百万円であります。 

 また、上記債務のうち、工場財団抵当に対応する

債務は、一年以内に返済予定の長期借入金158百万円

であります。 

 上記担保提供資産のうち、工場財団抵当に供して

いる資産は、建物30百万円、構築物88百万円、機械

及び装置21百万円、車両運搬具0百万円、工具器具備

品0百万円であります。 

 また、上記債務のうち、工場財団抵当に対応する

債務は、一年以内に返済予定の長期借入金177百万円

及び長期借入金41百万円であります。 

※３ 会社が発行する株式の総数は、723,014,000株であ

り、その内訳は次のとおりであります。ただし、株

式の消却が行われた場合、又は優先株式につき普通

株式への転換が行われた場合には、これに相当する

株式数を減じております。 

  

普通株式 680,160,000 株

第一回第二種優先株式 7,140,000 

第一回第三種優先株式 35,714,000 

計 723,014,000 

     

    

    

    

 



前事業年度 
平成18年３月31日 

当事業年度 
平成19年３月31日 

 また、発行済株式総数は217,048,528株であり、そ

の内訳は次のとおりであります。 

  

普通株式 174,194,528 株

第一回第二種優先株式 7,140,000 

第一回第三種優先株式 35,714,000 

計 217,048,528 

     

    

    

    

※４ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式29,860

株であります。 

※５ 投資有価証券のうち、1,519百万円については、貸

株に供しており、その担保として受け入れた金額を

流動負債の預り金として、1,249百万円計上しており

ます。 

  

  

  

  

６ 偶発債務 

(1）下記の会社の借入金等に対して保証を行っており

ます。 

６ 偶発債務 

(1）下記の会社の借入金等に対して保証を行っており

ます。 

(2）豪州炭鉱跡地において、現地の法令による採炭地

の環境整備費用の支出に備えるため、現地金融機関

に信用状を開設しております。信用状開設額のう

ち、既支払額を控除した金額は、1,013百万円であ

ります。 

個人住宅ローン 1,084百万円 

株式会社北海道加ト吉 308 

泉山興業株式会社 558 

個人ゴルフ会員権ローン 104 

計 2,055 

(2）豪州炭鉱跡地において、現地の法令による採炭地

の環境整備費用の支出に備えるため、現地金融機関

に信用状を開設しております。信用状開設額のう

ち、既支払額を控除した金額は、1,150百万円であ

ります。 

個人住宅ローン 945百万円 

泉山興業株式会社 516 

個人ゴルフ会員権ローン 19 

計 1,481 

    

 ７ 受取手形割引高 3,078百万円  ７ 受取手形割引高 2,947百万円 

   ８ 偶発事象 

 北海道地区における元炭鉱従業員等289名から、じ

ん肺罹患による損害賠償請求（具体的な金額は提示

されておりません）の申し入れがあり、現在事実関

係を調査しております。 

  

  

   

   

※９ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしております。なお、当期末

日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期

手形が期末残高に含まれております。 

受取手形 30百万円

支払手形 638百万円

 10 配当制限 

その他有価証券評価差額金は、商法第290条第１項

第６号の規定により配当に充当することが制限され

ております。              885百万円 

  

  

11 資本の欠損の額 5,891百万円      

※12 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。 

  

※12 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。 

  



（損益計算書関係） 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

※１ 他勘定振替高 

 石炭事業部門における商品在庫の特別損失（たな

卸資産評価損）への振替高９百万円が主なものであ

ります。 

※１ 他勘定振替高 

 新素材事業部門における商品在庫の販売費及び一

般管理費（広告宣伝費及び試験研究費）への振替高

であります。 

※２ 販売費及び一般管理費 

 主要な費目及び金額は次のとおりであり、販売費

に属する費用は約70％、一般管理費に属する費用は

約30％であります。 

※２ 販売費及び一般管理費 

 主要な費目及び金額は次のとおりであり、販売費

に属する費用は約69％、一般管理費に属する費用は

約31％であります。 

(1）運送費・港頭諸掛等 518百万円 

(2）従業員給与・賞与 516 

(3）退職給付費用 30 

(4）賃借料 168 

(5）光熱・水道費及び消耗品費 33 

(6）旅費・通信費 115 

(7）減価償却費 44 

(8）研究開発費 16 

(9）貸倒引当金繰入額 29 

(1）運送費・港頭諸掛等 484百万円 

(2）従業員給与・賞与 506 

(3）退職給付費用 36 

(4）賃借料 183 

(5）光熱・水道費及び消耗品費 29 

(6）旅費・通信費 100 

(7）減価償却費 46 

(8）研究開発費 30 

    

 なお、当期製造費用に含まれる研究開発費はあり

ません。 

 なお、当期製造費用に含まれる研究開発費はあり

ません。 

※３ 固定資産売却益  

   土地・建物に係る売却益67百万円が主なものであ

ります。 

※３ 固定資産売却益  

   土地・建物及び機械装置に係る売却益21百万円が

主なものであります。 

※４ 投資有価証券売却益 

   株式に係る売却益117百万円であります。 

※４ 投資有価証券売却益 

   株式に係る売却益であります。 

※５ 固定資産売却損 

   内訳は下記のとおりであります。 

車両運搬具 0百万円 

工具器具備品 6 

土地 7 

※５ 固定資産売却損 

   内訳は下記のとおりであります。 

土地 19百万円 

※６ 固定資産除却損 

   内訳は下記のとおりであります。 

建物 16百万円 

構築物 0 

機械及び装置 3 

工具器具備品 1 

※６ 固定資産除却損 

   内訳は下記のとおりであります。 

建物 12百万円 

構築物 0 

機械及び装置 0 

工具器具備品 0 

 



前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

※７ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。  

 当社は、減損損失の算定に当たり、他の資産又は

資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立し

たキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によっ

て資産のグループ化を行っております。 

  当事業年度において、帳簿価額に対し著しく時価

が下落している土地及び遊休資産について、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（4,089百万円）として特別損失に計上しておりま

す。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、不動産鑑定士による不動

産鑑定評価額（ただし、重要性が低いものについて

は固定資産税評価額を基礎にした価額等）により評

価しております。    

用途 場所   種類 
減損損失 

（百万円） 

炭鉱跡地 

北海道赤平

市・福岡県飯

塚市他  

土地  3,450 

定期借地権

付マンショ

ン 

神奈川県中郡

大磯町  
土地  482 

札幌事業所

（遊休地） 

北海道札幌市

南区  
土地 96 

炭鉱跡地遊

休資産 
北海道赤平市 

建物及び構築

物、機械装置 
60 

  

※８ 関連事業損失 

 連結子会社である御成門第二ビル株式会社に対す

る損失2,741百万円が主なものであります。 

※８ 関連事業損失 

 当期首に連結除外いたしました住石九州株式会社

の解散に係る費用であり、同社の残余財産の分配を

受け清算した費用であります。 

※９ 投資有価証券売却損 

 株式に係る売却損であります。 

貸倒引当金繰入 2,680百万円 

子会社株式評価損失 227 

支援損失 16 

  

  

     

    

    

※10 投資有価証券評価損 

 株式に係る評価損であります。 

※10 投資有価証券評価損 

 株式に係る評価損であります。 

  

  

※11 その他投資等評価損 

 出資金に係る評価損であります。 

※12 たな卸資産評価損 

 石炭事業部門における石炭在庫の評価損でありま

す。 

  

  

 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．第一回第三種優先株式の株式数の増加・減少は、平成19年３月20日開催の臨時株主総会にて決議され

た自己による取得及び消却であります。 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

  

  

※13 訴訟関連損失 

 西日本石炭じん肺訴訟に係る損失であります。 

   

※14 会社分割関連損失 

 子会社設立のための事業分離時における費用であ

り、主なものは下記のとおりであります。 

  

  

資産評価損 63百万円 

分割に伴う退職金 14 

製品保証費用 9 

    

     

    

    

    

※15 関係会社に対する主な取引 ※15 関係会社に対する主な取引 

 内容は下記のとおりであります。  内容は下記のとおりであります。 

受取利息 125百万円 受取利息 90百万円 

 
前事業年度末株
式数（千株） 

当事業年度増加
株式数（千株） 

当事業年度減少
株式数（千株） 

当事業年度末株
式数（千株） 

普通株式（注）１ 29 13 ― 43 

   第一回第三種優先株式（注）２ ― 20,600 20,600 ― 

合計 29 20,613 20,600 43 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前期末（平成18年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当期末（平成19年３月31日現在） 

同上 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び当期末残高相当額（注） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び当期末残高相当額（注） 

 
取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

当期末残高
相当額 

（百万円）

機械及び装置 139 123 16 

車両運搬具 36 30 6 

ソフトウェア 3 3 0 

合計 180 157 23 

 
取得価額 
相当額 

（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

当期末残高
相当額 

（百万円）

機械及び装置 93 80 12 

車両運搬具 3 0 3 

ソフトウェア ― ― ― 

合計 97 80 16 

② 未経過リース料当期末残高相当額（注） ② 未経過リース料当期末残高相当額（注） 

１年内 21百万円 

１年超 1 

計 23 

１年内 4百万円 

１年超 11 

計 16 

（注）取得価額相当額及び未経過リース料当期末残

高相当額は、有形固定資産の当期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 33百万円 

減価償却費相当額 33 

支払リース料 23百万円 

減価償却費相当額 23 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 当事業年度 

１ 繰延税金資産、繰延税金負債及び再評価に係る繰延

税金負債の発生の主な原因別の内訳 

１ 繰延税金資産、繰延税金負債及び再評価に係る繰延

税金負債の発生の主な原因別の内訳 

平成18年３月31日 

主な原因 
金額 

（百万円）

（繰延税金資産）  

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,752 

賞与支給見込額の損金算入限度超過額 12 

退職給付引当金損金算入限度超過額 114 

債務保証損失引当金等税務否認額 36 

税務上の繰越欠損金 9,007 

たな卸資産評価損税務否認額 14 

投資その他の資産評価損税務否認額 139 

土地評価損税務否認額 124 

減損損失税務否認額 763 

その他 26 

小計 11,992 

評価性引当額 △11,367 

繰延税金資産合計 625 

（繰延税金負債）  

未払配当金 △4 

その他有価証券評価差額金 △590 

繰延税金負債合計 △594 

（再評価係る繰延税金負債）  

土地再評価差額金 403 
   

平成19年３月31日 

主な原因 
金額 

（百万円）

（繰延税金資産）  

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,762 

賞与支給見込額の損金算入限度超過額 13 

退職給付引当金損金税務否認額 116 

債務保証損失引当金等税務否認額 14 

税務上の繰越欠損金 8,712 

たな卸資産評価損税務否認額 14 

投資その他の資産評価損税務否認額 138 

土地評価損税務否認額 124 

減損損失税務否認額 743 

訴訟損失引当金税務否認額 52 

その他 14 

小計 11,706 

評価性引当額 △11,081 

繰延税金資産合計 625 

（繰延税金負債）  

未払配当金 △3 

その他有価証券評価差額金 △795 

繰延税金負債合計 △798 

（再評価係る繰延税金負債）  

土地再評価差額金 400 
   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  当期純損失のため記載を省略しております。 

  

平成19年３月31日 

主な項目 率（％） 

法定実効税率 40.6 

（調整）  

一時差異に該当しない申告調整項目 △3.7 

評価性引当額 △42.1 

住民税均等割等 14.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.8 
   



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 平成18年６月29日開催の当社取締役会において、新株予約権を発行することを決議しております。その内容

は、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 （重要な後発事象）」の欄に記載しており

ます。   

当期（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 平成19年４月１日から同年５月30日までに新株予約権の権利行使がありました。また、平成19年５月30日開催

の当社取締役会及び平成19年６月28日開催の当社定時株主総会において資本金及び資本準備金の減少、並びに自

己株式の取得を行うことを決議しました。これらの内容は、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 （1）連

結財務諸表 （重要な後発事象）」の欄に記載しております。  

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１株当たり純資産額 △63.37円 

１株当たり当期純損失金額 20.31 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1.20円 

１株当たり当期純利益金額 2.94 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
1.74  

 
前事業年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額     

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △3,481 601 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △3,481 601 

期中平均株式数（千株） 171,418 204,377 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた 

普通株式増加数の内訳 

普通株式増加数（千株） 

（うち優先株式） 

（うち新株予約権の行使） 

― 

― 

 （―） 

 （―） 

― 

141,499 

(129,815) 

(11,684) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

第一回第二種優先株式 

7,140,000株 

第一回第三種優先株式 

35,714,000株 

―  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額

（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

     

Wambo Coal Pty. Ltd. B class share 25,000,000 2,384 

三精輸送機株式会社 666,000 777 

株式会社サノヤス・ヒシノ明昌 920,000 537 

日本研紙株式会社 1,000,000 388 

株式会社ほくほくフィナンシャルグループ 240,000 120 

苫小牧港開発株式会社 172,500 86 

株式会社びわこ銀行 250,000 62 

大和ハウス工業株式会社 30,000 58 

株式会社ペットリバース 100,000 50 

株式会社北海道熱供給公社 62,800 31 

その他（30銘柄） 508,457 57 

小計 28,949,757 4,552 

計 28,949,757 4,552 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には減損損失累計額が含まれている。 

２ 当期中の主要な増加は以下のとおりであります。 

   介護施設建設による増加 

  建物       40百万円 

   構築物      7 〃  

   飯塚市菰田所在の土地購入による増加 

  土地      107百万円  

３ 当期中の主要な減少は以下のとおりであります。 

   佐賀市兵庫町所在他の土地売却による減少 

  土地            25百万円 

  佐賀市早良区所在の建物、土地売却による減少 

  建物       14百万円 

  土地       10 〃 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額

（百万円）

当期減少額

（百万円）

当期末残高

（百万円）

当期末減価

償却累計額

又は 

償却累計額

(百万円) 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末

残高 

（百万円）

有形固定資産              

建物 
765 

  

55 

  

33 

  

786 

  

438 

  

29 

 

348 

  

構築物 
896 

  

7 

  

0 

  

902 

  

595 

  

26 

 

307 

  

機械及び装置 
1,126 

  

41 

  

32 

  

1,136 

  

992 

  

46 

 

143 

  

車両運搬具 
64 

  

0 

  

― 

  

65 

  

41 

  

5 

 

23 

  

工具器具備品 
179 

  

57 

  

0 

  

236 

  

178 

  

17 

 

58 

  

土地 
5,478 

  

124 

  

46 

 

5,557 

  

― 

  

― 

  

5,557 

  

建設仮勘定 ― 264 264 ― ― ― ― 

有形固定資産計 
8,511 

  

551 

  

377 

 

8,684 

  

2,245 

  

124 

 

6,438 

  

無形固定資産              

鉱業権 29 19 ― 49 30 2 19 

ソフトウェア 103 ― ― 103 59 20 44 

その他 7 1 ― 8 0 0 8 

無形固定資産計 140 20 ― 161 89 23 71 

長期前払費用 30 2 0 32 19 4 13 

繰延資産              

─── ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 



【引当金明細表】 

 １ 目的使用以外の理由による取崩額 

（１）貸倒引当金              洗替による戻入額であります。 

（２）債務保証損失引当金      債務保証履行懸念額の減少又は消滅によるものであります。  

 ２ 債務保証の履行に伴う債務保証損失引当金の目的取崩額とこれに対応する求償債権に対する貸倒引当金繰入額は、

相殺後の純額で損益計算書上に表示しており、当期求償債権に対する貸倒引当金繰入額は８百万円であります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 5,130 4,686 332   4,797 4,686 

賞与引当金 30 33 30   ― 33 

債務保証損失引当金 18 15 8   9 15 

訴訟損失引当金 ― 132 ―   ― 132 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ア 現金及び預金 

イ 受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金   6 

預金    

当座預金 278  

普通預金 3,195  

別段預金 0   

外貨預金  152 3,627 

計   3,633 

相手先 金額（百万円） 

株式会社熊谷組 529 

ＳＭＣ商事株式会社 216 

麻生商事株式会社 120 

株式会社新井組 88 

三井住友建設株式会社 56 

その他 632 

計 1,645 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月 64 

平成19年５月 169 

平成19年６月 424 

平成19年７月 866 

平成19年８月 119 

平成19年９月 0 

計 1,645 



ウ 売掛金 

 （注）１ 滞留状況 

２ 回収状況 

エ 商品 

オ 製品 

カ 原材料 

相手先 金額（百万円） 

王子製紙株式会社 620 

株式会社熊谷組 585 

レンゴー株式会社 224 

昭和産業株式会社 165 

株式会社クラレ 132 

その他 2,179 

計 3,906 

当期中の月平均売掛金残高 
（百万円） 

当期中の月平均売掛金発生高 
（百万円） 

売掛金の滞留状況（日） 

(A) (B) (A)／(B)×30 

3,673 3,602 31 

期首残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 

(A) (B) (C) (D) (C)／((A)＋(B)) 

3,355 43,229 42,678 3,906 91.6 

区分 数量 金額（百万円） 

石炭 259千t 2,318 

工業用人工ダイヤモンド 1,013千cts 46 

工業化成品 23,270kg 3 

計   2,368 

区分 数量（千㎥） 金額（百万円） 

砕石 79 74 

計   74 

区分 金額（百万円） 

工業用人工ダイヤモンド(銅粉他） 23 

計 23 



キ 仕掛品 

ク 未成工事支出金 

ケ 貯蔵品 

② 固定資産 

ア 関係会社長期貸付金 

区分 金額（百万円） 

工業用人工ダイヤモンド 97 

計 97 

区分 金額（百万円） 

ＡＬＣ工事費 111 

建具工事費 57 

その他 831 

計 1,001 

区分 金額（百万円） 

油類、消耗工具、器具及び備品 2 

計 2 

相手先 金額（百万円） 

 御成門第二ビル株式会社 5,760 

 青森石材事業協同組合 2,427 

 泉山興業株式会社 199 

計 8,386 



③ 流動負債 

ア 支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

イ 買掛金 

相手先 金額（百万円） 

ＪＦＥ商事建材販売株式会社 257 

ＪＦＥ商事鉄鋼建材株式会社 249 

住友大阪セメント株式会社 179 

株式会社メタルワン建材 178 

三協立山アルミ株式会社 109 

その他 1,986 

計 2,961 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月 853 

平成19年５月 1,347 

平成19年６月 148 

平成19年７月 574 

平成19年８月 36 

計 2,961 

相手先 金額（百万円） 

住友金属鉱山シポレックス株式会社 881 

China National CoalIndustry Import And Export Group Tianjin Company LTD. 130 

タカラスタンダード株式会社 128 

住友大阪セメント株式会社 124 

物産住商カーボンエナジー株式会社 101 

その他 1,796 

計 3,163 



ウ 短期借入金 

（注）１ １年以内に返済予定の長期借入金は、「主な資産及び負債の内容」の「長期借入金」に記載してお

ります。 

２ 従来、貸株による担保として受け入れた金額は流動負債の「預り金」に表示しておりましたが、当

事業年度より「短期借入金」に含めて表示しております。 

  

④ 固定負債 

ア 長期借入金 

（注）１ 「金額」欄の（内数）書金額は、１年以内に返済予定の長期借入金であり、「貸借対照表」では、

流動負債の部に「一年以内に返済予定の長期借入金」として計上されております。 

(3）【その他】 

 「第５ 経理の状況」「１ 連結財務諸表等」「(2) その他」に記載のとおりであります。  

借入先別 金額（百万円） 

 株式会社三井住友銀行 2,187 

 株式会社関西アーバン銀行 938 

株式会社びわこ銀行 686 

株式会社三重銀行 589 

株式会社静岡銀行 500 

株式会社阿波銀行 394 

 株式会社佐賀共栄銀行 205 

その他 1,431 

合計 6,931 

借入先別 金額（百万円） 

 株式会社三井住友銀行 
(844) 

1,405 

株式会社三重銀行 
(194) 

1,063 

 株式会社北海道銀行 
(196) 

732 

株式会社佐賀銀行 
(117) 

495 

株式会社山形銀行 
(160) 

458 

その他 
(403) 

1,036 

合計 
(1,915) 

5,190 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
100,000株券、10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満

の端数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 ３月31日 

１単元の株式数 500株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社本店及び全国支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき300円（併合等による場合は無料） 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社本店及び全国支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、東京都において発行する日本経

済新聞に掲載して行う。なお、電子公告は当社ホームページに掲載してお

り、そのＵＲＬは次のとおりです。 

http://www2.sumitomocoal.co.jp 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第114期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提

出。 

(2）有価証券届出書（新株予約権証券の募集）及びその添付書類 

平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

(3）半期報告書 

（第115期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 平成18年12月８日関東財務局長に提出。 

(4）臨時報告書 

平成18年12月11日関東財務局長に提出。 

当社の主要株主に異動があったため、証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令

第19条第２項第４号の規定に基づき提出した臨時報告書であります。 

(5）臨時報告書 

平成18年12月27日関東財務局長に提出。 

当社に対し提起されておりました集団訴訟が解決したため、証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の

開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の規定に基づき提出した臨時報告書であります。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２９日

住友石炭鉱業株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 氏原 修一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 星野 正司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 原口 清治  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友

石炭鉱業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友

石炭鉱業株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１８年６月２９日開催の株主総会及び取締役会において、第三者割当によ

る新株予約権の発行を決議した。また、同日優先株主である株式会社三井住友銀行との間で優先株式売買基本合意書を締

結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１９年６月２８日

住友石炭鉱業株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 氏原 修一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 星野 正司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 原口 清治  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友

石炭鉱業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友

石炭鉱業株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年５月３０日開催の取締役会および平成１９年６月２８日開催の定時

株主総会において、残存する第一回第三種優先株式を消却するため、資本金および資本準備金の減少、並びに第一回第三

種優先株式の取得を行うことを決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２９日

住友石炭鉱業株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 氏原 修一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 星野 正司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 原口 清治  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友

石炭鉱業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１１４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友石炭

鉱業株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により財務諸表を作成している。 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１８年６月２９日開催の株主総会及び取締役会において、第三者割当によ

る新株予約権の発行を決議した。また、同日優先株主である株式会社三井住友銀行との間で優先株式売買基本合意書を締

結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１９年６月２８日

住友石炭鉱業株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 氏原 修一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 星野 正司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 原口 清治  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友

石炭鉱業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１１５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友石炭

鉱業株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年５月３０日開催の取締役会および平成１９年６月２８日開催の定時

株主総会において、残存する第一回第三種優先株式を消却するため、資本金および資本準備金の減少、並びに第一回第三

種優先株式の取得を行うことを決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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